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総　説　Japanese Journal of Health Promotion and Physical Therapy Vol. １6, No. 1 ：　 1 －13，２０２6

地域在住高齢者の認知機能低下に関連する
活動習慣，社会的環境，生活機能に関するスコーピングレビュー

A Scoping Review of Activity Patterns, Social Environment, 
and Functional Status Associated with Cognitive Decline 

in Community-Dwelling Older Adults

兼田　絵美1）2），上城　憲司3），宮﨑　純弥4）

菅沼　一平5），村田　　伸4），中村　貴志6）

Emi Kaneda, RN, MS1）2），Kenji Kamijo, OT, PhD3），Junya Miyazaki, PT, PhD4）

Ippei Suganuma, OT, PhD5），Shin Murata, PT, PhD4），Takashi Nakamura, PhD6）

要旨：本研究の目的は，地域在住高齢者を主たる対象とし，一部，高齢者を含む成人を対
象とした研究も含めて，認知機能低下や軽度認知障害・認知症発症に関連する活動習慣，
社会的環境・生活機能，多領域介入研究の知見を整理し，その特徴を明らかにすることで
ある。2016年 ４ 月～2026年 ３ 月までの査読付き原著論文を検索し，重複を除外して精査し，
31編を採択した。その結果，活動習慣では活動量のみならず活動頻度，活動内容，活動種
類数が重要であり，社会的脆弱性や手段的日常生活活動制限も認知機能低下と関連していた。
多領域介入の効果は一様ではなく，一部の高リスク群や特定の認知機能指標では改善が認
められたが，対象者背景や評価指標により結果は異なっていた。以上より，認知機能低下
予防には，活動習慣，社会的環境，生活機能を統合的に評価する視点が重要であり，地域
在住高齢者に対する予防的支援を検討するうえでの基礎的知見となることが示唆された。

キーワード：認知機能低下，活動習慣，社会的環境，生活機能

Abstract:　The purpose of this study was to summarize evidence on activity patterns, 
social environment, functional status, and multidomain interventions related to cognitive 
decline, mild cognitive impairment, and incident dementia. The analysis primarily 
focused on community-dwelling older adults while also including studies involving 
broader adult populations. Peer-reviewed original articles published between April 2016 
and March 2026 were searched, duplicates were removed, and 31 studies were included. 
The results showed that, regarding activity patterns, not only the amount but also the 
frequency, type, and diversity of activities were important. Social frailty and limitations 
in instrumental activities of daily living were also associated with cognitive decline. The 
effects of multidomain interventions were not consistent; improvements were observed 
in some high-risk groups and specific cognitive outcomes, but findings varied by 
participant characteristics and assessment measures. These findings suggest that an 
integrated perspective incorporating activity patterns, social environment, and functional 
status is important for preventing cognitive decline. They also provide a basis for 
developing preventive strategies for community-dwelling older adults.

Key words:　cognitive decline, activity patterns, social environment, functional status
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Ⅰ．はじめに
　認 知 機 能 低 下 や 軽 度 認 知 障 害（Mild Cognitive 
Impairment：以下，MCI）は，認知症発症の前段階
として重要であり，地域在住高齢者における早期予防
の必要性は高い。認知機能低下の予防には，発症後の
対応のみならず，発症前から関連因子を把握し，生活
の中で修正可能な要因に着目することが重要である。
Jones ら1）は，身体活動不足，食事，睡眠障害，社会
的孤立などの修正可能な要因が，MCI および認知症
と関連することを示している。したがって，地域在住
高齢者における認知機能低下を検討する際には，活動
習慣，社会的環境，生活機能に着目する必要がある。
　活動習慣に関する先行研究では，身体活動，社会活
動，余暇活動，趣味活動，認知活動，食事，睡眠など，
多様な生活習慣と認知機能との関連が検討されている。
Fratiglioni ら2）は，身体的，認知的，社会的活動を含
む生活様式が，認知症予防に寄与する可能性を示して
いる。Verghese ら3）は，読書，ボードゲーム，楽器
演奏などの余暇活動への参加が認知症リスク低下と関
連することを示している。Bielak ら4）は，活動頻度と
活動種類数のいずれも認知機能と関連し，複数の活動
に関与することの重要性を示している。
　社会的環境に関しては，社会的フレイル，社会的孤
立，社会的支援，ソーシャルサポートなどが認知機能
や健康関連転帰と関連することが示されている。
Kelly ら5）は，社会活動，社会ネットワーク，社会的
支援，社会関係が高齢者の認知機能と関連することを
示している。Tsutsumimoto ら6）は，地域在住高齢者
において，社会的フレイルが認知機能低下および身体
機能低下と関連することを示している。生活機能に関
し て は，Luck ら 7）が， 手 段 的 日 常 生 活 活 動

（Instrumental Activities of Daily Living： 以 下，
IADL）制限を伴う MCI が認知症発症リスクの上昇
と関連し，MCI と IADL 低下が併存する場合には，
そのリスクがより高いことを示している。これらの結
果は，認知機能低下を理解するうえで，生活行動に加
えて，社会的脆弱性および生活機能の視点も重要であ
ることを示している。
　多領域介入研究では，身体活動，認知訓練，栄養指
導，血管リスク管理などを組み合わせた介入が検討さ
れている。Ngandu ら8）は，食事，運動，認知トレー
ニング，血管リスク管理を含む多領域介入が，認知機
能の維持・改善と関連することを示している。この結
果は，認知機能低下予防に関連する要因を検討する際

に，観察研究に加えて介入研究も対象とする必要があ
ることを示している。しかし，活動習慣，社会的環境，
生活機能，介入研究の各側面を横断し，研究デザイン，
評価指標，主要結果の観点から整理したレビューは限
られている。
　そこで，本研究では，地域在住高齢者を主たる対象
とし，一部，高齢者を含む成人を対象とした研究も含
めた先行研究について，認知機能低下や MCI・認知
症発症に関連する活動習慣，社会的環境・生活機能，
多領域介入研究の知見を整理し，その特徴を明らかに
することを目的とした。

Ⅱ．方　法
１．文献の検索

　本研究では，地域在住高齢者における認知機能低下
に関連する活動習慣，社会的環境，生活機能，多領域
介入研究の知見の特徴を整理することを目的として，
査読付き原著論文を対象にスコーピングレビューを実
施した。
　文献検索は2026年 １ 月19日および ３ 月13日に実施し，
検索対象期間は2016年 ４ 月から2026年 ３ 月までの10年
間とした。使用したデータベースは PubMed，CiNii 
Research，医中誌 Web，JDream Ⅲとした。
　検索語は，認知機能，対象集団，活動習慣，社会的
環境，生活機能に関する語を設定し，各概念内では同
義語を OR で組み合わせ，概念間では AND を用いて
検索した。主な検索語として，認知機能に関しては 
“cognitive decline”，“cognitive impairment”，“cogni-
tive function”，“mild cognitive impairment”，“incident 
dementia”，対象集団に関しては “community-dwell-
ing”，“community-living”，“older adults”， 活 動 習 慣
に関しては “physical activity”，“leisure activities”，
“social participation”，“social activity”，“cognitive ac-
tivity”，“hobby”，“activity diversity”，“lifestyle”，社
会的環境に関しては “social frailty”，“social isolation”，
“social support”，“loneliness”，生活機能に関しては 
“activities of daily living”，“instrumental activities of 
daily living” を用いた。日本語データベースでは，こ
れらに対応する日本語語句（例：「認知機能低下」「軽
度認知障害」「地域在住」「高齢者」「身体活動」「余暇
活動」「社会参加」「認知活動」「社会的フレイル」「社
会的孤立」「社会的支援」「手段的日常生活活動」な
ど）を用いて検索した。
　総説，メタアナリシス，会議録などの二次資料を除
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外し，査読付き原著論文を対象とした。検索で得られ
た文献は重複を除去した後，タイトルおよび抄録によ
る一次スクリーニングを行い，適格と判断した文献に
ついて全文を精査した。本研究では，スコーピングレ
ビューの報告ガイドラインである PRISMA-ScR を参
照し，報告内容を整理した。なお，本研究のプロトコ
ルは事前登録していない。タイトル・抄録によるスク
リーニング，全文精査，および採択文献の情報整理は
２ 名で実施した。

２．文献の選定基準
　文献の選定基準は，①地域在住高齢者を主たる対象
とする研究，または高齢者を含む成人を対象とし本研
究の概念整理に資する研究であること，②活動習慣，
社会的環境，または生活機能のいずれかに関する評価
を含むこと，③認知機能低下や MCI・認知症発症に
関する評価を含むこと，④原著論文であることの ４ 点
とした。

３ ．分析の手順と分類
１）研究デザインによる分類
　採択した原著論文については，著者名，発行年，研
究デザイン，研究対象，評価指標，活動習慣，主な結
果を整理した。
　研究デザインは，横断研究，縦断研究，介入研究

（無作為化比較試験および非ランダム化介入研究〔準
実験研究〕を含む）の ３ 類型に分類した。評価指標は，
認知機能，活動習慣，社会的環境，生活機能，その他
の評価指標に分けて整理した。
　活動習慣については，運動，生活活動，社会活動を
含む評価内容を確認し，活動の時間，頻度，活動種類
数の ３ 観点から整理した。各観点について，評価して
いる場合は「＋」，評価していない場合は「－」とし
た。なお，介入研究では，介入構成要素として当該観
点が含まれる場合も「＋」とした。
２ ）検討テーマによる分類
　本研究では，レビュー目的に基づき，先行研究を整
理するための分析枠組みとして，①活動習慣と認知機
能に関する知見，②社会的環境・生活機能と認知機能
に関する知見，③多領域介入による認知機能に関する
知見，の ３ つの検討テーマに分けて整理した。

Ⅲ．結　果
１．論文抽出の概要

　論文抽出のフローチャートを図 １ に示す。文献検索
の結果，PubMed で67件，CiNii Research で70件，医
中誌 Web で107件，JDream Ⅲで128件，合計372件が
抽出された。このうち211件を重複文献として除外し，
161件をスクリーニング対象文献とした。161件につい
てタイトル・抄録によるスクリーニングを行い，108
件を除外した（アウトカム不一致68件，対象年齢不一
致24件，二次資料16件）。残る53件を全文精査対象文
献とし，22件を除外した（研究デザイン不適合15件，
主要評価項目との関連性不明 ７ 件）。最終的に31件を
採択文献とした。

２．研究デザインによる分類
　アブストラクトテーブルを表 １ に示す。採択文献は
31編であり，研究デザイン別では縦断研究22編10）～31），
横断研究 １ 編9），介入研究 ８ 編32）～39）であった。対象は
地域在住高齢者を中心としたが，一部には高齢者を含
む成人を対象とした研究も含まれていた。活動習慣の
評価内容では，時間を評価した研究が16編，頻度を評
価した研究が22編，活動種類数を評価した研究が11編
であった。また，検討テーマ別では，①活動習慣と認
知機能に関する知見が16編，②社会的環境・生活機能
と認知機能に関する知見が ７ 編，③多領域介入による
認知機能に関する知見が ８ 編であった。

３．検討テーマによる分類
１ ）活動習慣と認知機能に関する知見
　活動習慣と認知機能との関連に関する文献では，身
体活動，社会活動，余暇活動，趣味活動，認知活動，
食事，睡眠を含む生活習慣など，多様な活動内容が検
討されていた9）～24）。
　身体活動に関する文献では，加速度計や身体活動質
問紙を用いて評価され，軽強度身体活動，家事・移動
活動，中年期から高齢期における身体活動の維持・改
善が，認知機能低下の抑制または認知症発症リスクの
低下と関連していた9），11），13），14），17），24）。具体的な活動水
準としては，身体活動が週 １ ～ ２ 回以上であるこ
と10），17），家事・移動活動が中等度水準であること9），
比較的高い身体活動量であること11），13），少なくとも
週 １ 回以上の身体活動を維持または増加しているこ
と17），24）が関連していた。一方，余暇・スポーツ活動や，
高活動から低下した群では，有意な関連が認められな
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い研究もみられた13），17）。
　社会活動や余暇活動に関する文献では，老人クラブ
等への参加10），子どもとの電話・手紙による接触10），
集団での余暇活動20），趣味活動への関与19）が，認知機
能維持または認知症発症リスク低下と関連していた。
また，社会活動の内容や参加形態の違いによって，認
知機能との関連は異なっていた10），20）。活動種類数に
着目した研究では，活動種類数が多い者ほど認知機能
が高く15），16），活動種類数を維持または増加した者で
は認知機能が良好であった15）。活動種類数が ３ 領域以
上の者では，認知症発症リスクが低いことが報告され
ていた18）。このほか，身体活動，睡眠，食事，生活活
動を統合した生活様式指数18），21）や，身体活動，認知
活動，健康的食事，社会活動への関与の程度23）も，認
知機能低下と関連していた。
２ ）社会的環境・生活機能と認知機能に関する知見
　社会的環境に関する文献では，社会的フレイル，社
会的孤立，社会的支援，孤独感，ソーシャルサポート
などが認知機能や健康関連転帰と関連していた25）～31）。
社会的フレイルは，認知機能低下，抑うつ，身体機能
低下，死亡リスクと関連していた26），28）。一方，社会
的健康指標とその後の認知機能低下・認知症発症との

関連は明確でない研究もみられた27）。また，ソーシャ
ルサポートは認知機能障害発症リスクの低下と関連し
ており，認知活動はその関連に関与していた29）。社会
的孤立については，未婚，独居，家族との交流頻度の
低さ，社会活動参加の欠如から構成される指標が，認
知機能，記憶，見当識，実行機能の低下と有意に関連
していた31）。
　生活機能に関する文献では，IADL 低下と認知機能
低下，認知症発症リスクとの関連が報告されてい
た25），30）。IADL 低下を有する者では，その後の記憶，
推論，処理速度の低下が大きく，IADL 低下が認知機
能低下に先行する可能性が示された25）。また，IADL
低下を有する群では認知症発症リスクが高く，MCI
と IADL 低下を併存する群では，いずれか一方のみ
を有する群よりも認知症発症リスクが高かった30）。
３ ）多領域介入研究の知見
　多領域介入研究に関する文献では，身体活動，認知
訓練，栄養指導，血管リスク管理，日常活動，自立支
援などを組み合わせた介入が行われていた32）～39）。一
部の高リスク群34），39），多領域介入群をまとめた解析35），
または特定の認知機能指標では有意な改善が認められ
た34），35），37）～39）。具体的には，糖尿病を有する者におけ

図 １　論文抽出のフローチャート（PRISMA-ScR に準拠）

全文精査対象：53件

全文精査で除外：22件

研究デザイン不適合：15件，主要評価項目との関連性不明：7件

最終採択文献：31件

アウトカム不一致：68件，対象年齢不一致：24件，二次資料：16件

文献特定：372件
PubMed：67件，CiNii Research：70件，医中誌：107件，JDreamⅢ：128件

重複除外：211件

スクリーニング対象文献：161件

タイトル・抄録段階で除外：108件
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る一部の認知機能指標34），地中海食の遵守状況37），多
領域生活習慣介入による認知機能および実行機能の改
善37），ならびに血管リスク因子を有する MCI 高齢者
における認知機能低下の抑制39）が報告されていた。一
方，介入効果は一様ではなく，認知機能，ADL，
QOL，転倒，心血管イベント，死亡などに有意差が
認められなかった研究も存在した32）～36）。

Ⅳ．考　察
　本研究では，地域在住高齢者における認知機能低下
や MCI・認知症発症に関連する要因を，活動習慣，
社会的環境・生活機能，多領域介入研究の ３ 側面から
整理した。その結果，活動習慣では，身体活動，社会
活動，余暇活動，認知活動，食事，睡眠を含む複数の
生活行動が認知機能と関連していた。このことは，認
知機能低下予防を検討する際に，特定の単一行動のみ
を対象とするのではなく，生活行動全体の構成を把握
する必要があることを示している。Tomata ら40）は，
地域在住高齢者6，909名を対象とした縦断研究におい
て，中年期以降に １ 日 １ 時間以上の歩行を維持した群
では， １ 日30分未満の歩行を継続した群と比較して，
認知症発症リスクが有意に低かったことを示している。
また，Iso-Markku ら41）は，104研究のメタアナリシス
において，身体活動は認知機能低下または認知障害発
生リスクの低下と関連していたことを示している。補
正後の統合リスク比は0.97であり，関連は小さかった
が，高齢者全体の認知機能低下予防の観点からは重要
であることを示している。これらを踏まえると，認知
機能低下の支援では，活動量のみではなく，活動頻度，
活動内容，活動種類数を含めて把握し，生活全体の活
動構成を評価する必要があると考えられる。
　社会的環境・生活機能に関しては，社会的フレイル，
社会的孤立，社会的支援，IADL 低下が認知機能や健
康関連転帰と関連していた。このことは，認知機能低
下予防を個人の行動面の課題としてのみ捉えるのでは
なく，社会的脆弱性や生活機能の変化を含む枠組みで
理解する必要があることを示している。Yang ら42）は，
地域在住高齢者約8，000名を対象とした縦断研究にお
いて，社会的孤立が高い群では認知症発症リスクが高
く，中等度孤立群では高孤立群と比較して認知症発症
リスクが22％低かったことを示している。また，
Tomioka ら43）は，地域在住高齢者14，956名を対象と
した横断研究において，社会参加の種類数および頻度
が IADL の自立と関連し，社会参加の種類数が多い

ほど IADL 低下者の割合が低いことを示している。
これらを踏まえると，活動習慣は個人の意思や能力の
みにより形成されるのではなく，社会参加機会や対人
資源の影響を受けると考えられる。また，IADL 低下
は認知症発症に先立つ生活機能の変化として評価する
必要があると考えられる。したがって，認知機能低下
予防に対する支援では，個人の生活機能のみではなく，
社会参加機会や地域資源とのつながりも含めて検討す
る必要がある。
　多領域介入研究では，身体活動，認知訓練，栄養指
導，血管リスク管理，日常活動，自立支援を組み合わ
せた介入が検討されていた。本研究では，一部の高リ
スク群や特定の認知機能指標で有意な改善が認められ
たが，多領域介入の効果は一様ではなかった。Coley
ら44）は，地域在住高齢者527名を対象とした多領域介
入研究において，血漿 p-tau181（アルツハイマー病の
バイオマーカー）は介入群と対照群の間で有意な変化
を認めず，介入効果は確認されなかったことを示して
いる。しかし，血漿 p-tau181高値群では認知機能低下
が大きかったことも示している。また，Yaffe ら45）は，
地域在住高齢者172名を対象とした多領域介入研究に
おいて，個別化リスク低減介入群は対照群と比較して，
複合認知スコア，リスク因子スコア，QOL が改善し
たことを示している。これらを踏まえると，認知機能
低下予防に対する支援では，単一の要因のみに着目す
るのではなく，対象者の背景やリスク特性に応じて，
多面的な要素を組み合わせて介入方針を検討する必要
があると考えられる。
　以上より，本研究は，地域在住高齢者における認知
機能低下予防に関連する要因が，活動習慣，社会的環
境，生活機能，多領域介入研究の各側面にまたがって
存在することを示した。その意義は，活動量のみでは
なく，活動頻度，活動内容，活動種類数に加え，社会
的脆弱性，IADL 低下を含めて統合的に評価する必要
性を明確にした点にある。社会的孤立や社会的フレイ
ルは，活動習慣の低下や IADL 低下を介して認知機
能低下に関連する可能性がある。また，活動習慣の維
持や社会参加の促進は，生活機能の維持を通じて認知
機能低下の抑制に寄与する可能性がある。本研究の結
果からは，社会的環境，活動習慣，生活機能を相互に
関連する要因として捉える理論的枠組みが示唆された。

Ⅴ．本研究の限界と課題
　本研究にはいくつかの限界がある。第一に，採択文
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献間で研究デザイン，対象特性，追跡期間，評価指標
が異なっており，結果の直接比較には制約がある。第
二に，活動習慣の評価法は一様ではなく，活動内容，
頻度，活動種類数の定義にも差がみられた。第三に，
多領域介入研究では介入構成や対象者背景が多様であ
り，効果の一般化には慎重な解釈が必要である。第四
に，本研究はスコーピングレビューであり，個々の研
究のバイアスリスク評価を実施していないため，結果
の解釈には慎重さを要する。今後は，共通指標を用い
た縦断研究と介入研究を蓄積し，活動習慣，社会的環
境，生活機能の相互関係を同一枠組みで検討する必要
がある。

Ⅵ．結　語
　本研究は，地域在住高齢者における認知機能低下予
防に関連する要因を，活動習慣，社会的環境，生活機
能，多領域介入研究の観点から整理した。その結果，
認知機能低下予防には，活動量のみではなく，活動頻
度，活動内容，活動種類数，社会的脆弱性，IADL 低
下を含めて統合的に評価する必要があることが示され
た。今後は，これらの要因を同一枠組みで検討する研
究を蓄積し，地域在住高齢者に対する認知機能低下予
防の理論的基盤と実践的方策の構築につなげることが
求められる。
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圧痕深度の客観的指標を用いた浮腫患者に対する
骨格筋ポンプ運動の即時効果

Immediate Effects of Skeletal Muscle Pump Exercise in Patients with 
Edema Assessed by Objective Depth of Surface Imprint Measurement

古後　晴基1），鳥山　海樹2），山下　　裕3）

村田　　伸4），村田　　潤5），東　登志夫5）

Haruki Kogo1），Hiroki Toriyama2），Yuh Yamashita3）

Shin Murata4），Jun Murata5），Toshio Higashi5）

要旨：浮腫は多様な疾患に伴って臨床現場で高頻度に認められるが，運動療法による治療
効果を客観的指標で検証した報告は限られている。本研究の目的は，皮膚灌流，皮膚再灌
流圧，再灌流後の皮膚灌流，および圧痕深度の指標を用いて，浮腫に対する骨格筋ポンプ
運動の治療効果を検討することである。対象は，医師により圧痕性浮腫が確認された入院
患者56名とした。介入として，椅坐位にて足関節背屈・底屈運動を５分間実施し，介入前
後で各評価指標を測定した。Wilcoxon 符号付順位検定で解析した結果，介入後には圧痕
深度が有意に減少し，皮膚灌流，皮膚再灌流圧，および再灌流後の皮膚灌流はいずれも有
意に増加した。これらの結果より，短時間の骨格筋ポンプ運動による運動療法は，圧痕深
度の減少および末梢微小循環の改善をもたらすことが示唆された。本研究の結果は，下肢
骨格筋ポンプ運動が浮腫患者に対する簡便かつ即時的な補助的治療手段となり得ることを
示唆する。

キーワード：圧痕深度，皮膚灌流，皮膚再灌流圧，骨格筋ポンプ運動

Abstract:　
Background: Edema is a common clinical manifestation linked to a range of underlying 
diseases; however, objective evidence supporting the therapeutic effects of exercise 
therapy in patients with edema remains limited.
Objective: In this study, we investigated the immediate therapeutic effects of skeletal 
muscle pump exercise on pitting edema using objective clinical indicators, including skin 
perfusion, skin reperfusion pressure, post-reperfusion skin perfusion, and depth of sur-
face imprint.
Methods: Fifty-six hospitalized patients with physician-confirmed pitting edema were en-
rolled and performed ankle dorsiflexion and plantarflexion exercises in a seated position 
for 5 min. All assessed indicators were measured before and after the intervention, and 
pre–post differences were analyzed using the Wilcoxon signed-rank test.
Results: Following the exercise intervention, the depth of surface imprints was signifi-
cantly reduced, while skin perfusion, skin reperfusion pressure, and post-reperfusion skin 
perfusion increased significantly.
Conclusion: These findings indicate that short-duration skeletal muscle pump exercises 
reduce surface imprint depth and enhance peripheral microcirculation, supporting its 
clinical utility as a simple and readily applicable adjunctive therapeutic strategy for pa-
tients with edema.

Key words:　depth of surface imprint, skin perfusion, skin reperfusion pressure, skeletal 
muscle pump exercise
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Ⅰ．緒　言
　浮腫は，組織間質への過剰な体液が貯留することに
よって生じる病態であり，触知可能な「むくみ」の状
態と定義される1）。浮腫発生の機序には，毛細血管静
水圧の上昇，血漿膠質浸透圧の低下，毛細血管透過性
の亢進，およびリンパ還流障害2）といった要因が関与
している2，3）。浮腫は，原疾患や薬剤使用，悪性腫瘍
治療後の影響，高齢者における静脈機能低下や活動量
低下などを契機として生じるが，これらの要因が単独
ではなく，しばしば複合的に関与することで浮腫が顕
在化することが多い4）。
　浮腫は，その性状により圧痕性浮腫と非圧痕性浮腫
に分類される5）。圧痕性浮腫は，低アルブミン血症に
伴う血漿膠質浸透圧の低下，毛細血管静水圧の上昇，
および毛細血管透過性の亢進を主な要因とし5，6），心
疾患，腎疾患，内分泌疾患（クッシング症候群），肝
疾患，整形外科疾患，中枢神経疾患などにおいて認め
られる。一方，非圧痕性浮腫は，蛋白（血漿膠質）濃
度が増加したリンパ浮腫を一般的に指すが，甲状腺機
能低下症によりアルブミンとムコ多糖類の結合物が間
質に沈着し，硬い弾力性を呈する硬性浮腫も，非圧痕
性浮腫の一種とされる6，7）。このように，浮腫は原疾
患や病態によって発生要因が多様であるため8），適切
な評価および鑑別は治療方針の決定において極めて重
要である8，9）。
　従来，浮腫の評価は触診による圧痕の有無や程度の
観察が一般的であったが，評価者の主観に依存し，定
量性に乏しい10，11）という問題点が指摘されてきた。浮
腫が慢性化すると，罹患部位の関節可動域制限を招く
だけでなく，重症化により不可逆的な皮膚線維化を生
じる8）リスクがある。そのため，浮腫の重症度を客観
的かつ定量的に評価し，経時的に変化を捉えることが
臨床上求められている。これらの課題を背景に，圧痕
深度を定量的に評価する機器が開発され，再現性・信
頼性4），ならびに浮腫重症度指標としての妥当性5）が
報告されている。さらに，圧痕性浮腫を識別するカッ
トオフ値として2．25mm が提案されている12）。
　浮腫の治療に関しては，用手的リンパドレナージュ，
弾性包帯などによる圧迫療法，患肢の運動療法，およ
びスキンケアから構成される複合的理学療法が，リン
パ浮腫に対する保存的治療のスタンダードであると報
告されている13）。また，弾性ストッキングの効果を周
径変化によって検証した研究14）なども散見される。し
かし，圧痕性浮腫患者を対象とし，重症度指標である

圧痕深度および皮膚血流関連指標を測定し，運動療法
の効果を検証した研究は見当たらない。
　そこで本研究では，圧痕性浮腫を呈する患者を対象
に，浮腫重症度指標である圧痕深度，レーザードップ
ラー血流・再灌流圧計を用いた安静時皮膚灌流，皮膚
再灌流圧，再灌流後皮膚灌流を運動療法前後で測定し，
圧痕性浮腫に対する骨格筋ポンプ運動の即時効果を明
らかにすることを目的とした。

Ⅱ．方　法
１．対　象

　一般病院に入院中で，医師により下肢の圧痕性浮腫
が確認された患者56名（男性35名，女性21名）を対象
とした（表 １ ）。選択基準は下肢に圧痕性浮腫を有し，
全身状態が安定している者とした。除外基準は，悪性
腫瘍または甲状腺機能低下症に伴う非圧痕性浮腫を呈
する者，および測定値に欠損のある者とした。
　主な原疾患は，心不全18名，狭心症 ４ 名，高血圧14
名，腎不全15名，糖尿病21名，肺炎10名であった。ま
た，併存疾患として脳血管疾患55名，パーキンソン病
３ 名，多発性硬化症 １ 名を認めた（疾患は重複含む）。
なお，中枢神経疾患を有する対象者については，すべ
て足関節の自動運動が可能な者を対象とした。
　倫理的配慮として，対象者には研究の趣旨と内容を
十分に説明し，得られたデータは研究以外には使用し
ないこと，個人情報の取り扱いには十分配慮すること，
研究の途中で拒否できること，研究への参加は自由意
志に基づき，参加しなくても診療上の不利益を被らな

表 １　対象者の基本属性（n=56）

年齢（age） 76. 4 ± 10. 7
性別（男性 / 女性） 35 / 21
身長（cm） 159. 6 ± 9. 2
体重（kg） 51. 6 ± 9. 0
BMI 20. 1 ± 2. 4
心不全（名） 18
狭心症（名） 4
高血圧（名） 14
腎疾患（名） 15
糖尿病（名） 21
肺炎（名） 10
脳血管疾患（名） 55
パーキンソン病（名） 3
多発性硬化症（名） 1

Mean ± SD または人数（重複有），BMI：
body mass index.
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いことを書面にて説明し，同意書への署名を得たうえ
で研究を開始した。
　なお，本研究は令和健康科学大学倫理審査委員会

（承認番号23-032），および協力病院の研究倫理委員会
の承認を得て実施した。

２．方　法
　浮腫重症度指標である浮腫圧痕深度と皮膚血流関連
指標である安静時皮膚灌流，皮膚再灌流圧，再灌流後
皮膚灌流を運動療法前後で測定した。
１ ）調査項目
　年齢・性別・身体計測値・疾患名・併存疾患・およ
び服薬状況を診療録より収集した。Alb（アルブミン），
BNP（脳性ナトリウム利尿ペプチド），Cr（クレアチ
ニン），eGFR（推計糸球体ろ過率）などの浮腫関連
マーカー15）は，本研究が多疾患を対象としており，疾
患間で一定の基準化が困難であると判断したため除外
した。
　また，浮腫の副作用が報告されている CCB（カル
シウム拮抗薬），ARB（アンジオテンシンⅡ受容体拮
抗薬），ピオグリタゾン（血糖降下薬），NSAIDs（非

ステロイド性抗炎症薬），および利尿薬などの浮腫に
影響を及ぼす可能性のある薬剤については，臨床実態
を反映させるため通常の服薬状況下で評価した。
２ ）浮腫圧痕深度の測定
　被験者は，足底を床に接地した端坐位とし，筋収縮
を生じないようリラックスした状態で測定を行った。
圧痕深度の測定には，浮腫圧痕深度測定機器（edema 
gauge, edegauKM-212-003，ユニークメディカル社）
を用いた（図 ３ ）。なお，本機器の測定精度は0．5mm
である。
　先行研究7）において，本機器を用いた圧痕深度測定
の検者内信頼性は，初回測定で ICC=0．91， ２ 回目測
定で ICC=0．97と報告されており，高い一致性を示さ
れている。さらに，検者間信頼性についても，左側で
ICC=0．99，右側で ICC=0．97と，いずれも高い一致
性が確認されている。
　測定部位は先行研究5），8）を参考にし，第 １ 中足骨骨
頭と第 ５ 中足骨骨頭を結ぶ線の中央，すなわち第 ３ 中
足骨骨頭の足背とした。浮腫の圧痕は，検者の拇指を
用い，被験者が強い疼痛を訴えない範囲で約20N の力
を加え，10秒間圧迫した後，拇指を離して10秒経過後

図 4　圧痕深度の測定手順
圧痕作成から機器による測定までの手順を示す．

図 3　圧痕深度測定機器：edegau Ⓡ（エデゲーⓇ）
圧痕深度を定量的に測定するために使用した機器を示す .
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に圧痕深度を測定した（図 ４ ）。なお，検者は圧迫力
を事前にデジタルフォースゲージ（FG-5005，マザー
ツール社）を用いて確認した。
　測定は左右それぞれ ２ 回ずつ実施し，得られた ２ 回
の平均値を統計解析に用いた。
３ ）皮膚血流関連指標の測定

（1）測定項目および測定環境
　測 定 項 目 は， 安 静 時 の 皮 膚 灌 流（Pre Skin 
Perfusion: Pre Perfusion），皮膚再灌流圧（Skin Re-
Perfusion Pressure: SRPP）， 再 灌 流 後 の 皮 膚 灌 流

（Post-reperfusion Skin Perfusion: Post Perfusion），
および圧痕深度とした。

　皮膚血流量は室温の影響を受けることが報告されて
いるが16），17～28℃の範囲では影響を受けないとされ
ている17）。本研究では測定条件を統一するため，室温
を25℃に設定した。

（2）Pre Perfusion・SRPP・Post Perfusion の測定
　被験者は，足底を床に接地した端坐位とし，筋収縮
を生じないようリラックスした状態で測定を行った。
測定には，血流計（NL-101，パラマテック社）およ
び灌流圧計（CP-10，パラマテック社）を接続した
レ ー ザ ー ド ッ プ ラ ー 血 流・ 灌 流 圧 計（Nahri MV 
Monitor, Fides-ONE 社）を使用した（図 １ ）。
　測定手順は，まず圧痕深度と同一部位の足背部にプ
ローブを貼付し，その上から足部にカフを巻き，血流
計による測定を開始した。 １ 分間安静を保持した後，
Pre Perfusion を測定した。続いて，灌流圧計の加圧
スイッチを作動させ，カフ圧を上昇させた後，オート
機能により徐々に減圧しながら SRPP を測定した（図
２ ）。カフ圧が0mmHg に到達後，さらに １ 分間の
Post Perfusion を測定した。
　これらの測定は左右それぞれ １ 回実施した。
４ ）運動療法
　運動療法は，浮腫の日内変動を考慮し，すべて午前
中に実施した。運動内容は，各被検者のリズムおよび
強度で行う骨格筋ポンプ運動とした。開始肢位は足底
を床に接地した端坐位とした。
　運動内容は，①足部の自重に抗して関節背屈の自動

図 １　レーザードップラー血流・再灌流圧計（Nahri MV Monitor）
安静時の皮膚灌流（Pre Perfusion），皮膚再灌流圧（SRPP），およ
び再灌流後の皮膚灌流（Post Perfusion）を測定した機器を示す．

図 2　測定モニター画面
例）右足背部の皮膚再灌流点，皮膚再灌流圧109mmHg を示す．
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運動を最大限行い，開始肢位に戻す運動，②つま先で
床を押して踵を最大限挙上する足関節底屈の自動運動
を行い，開始肢位に戻す運動の ２ 種類とし，これらを
１ セットとした。これらの運動を連続して ５ 分間実施
させた。
５ ）統計解析
　統計解析に先立ち，Shapiro–Wilk 検定を用いて各
変数の正規性を確認した。その結果，いずれの変数も
正規分布に従わなかったため，Pre Perfusion，SRPP，
Post Perfusion，および圧痕深度について，運動療法
前後の比較には Wilcoxon 符号付順位検定を用いた。
　効果量は，Wilcoxon の符号付順位検定における Z
値を用い，r ＝ Z / √ N（Z：検定統計量，N：解析
対象数）として算出した。効果量の解釈は，Cohen

の基準18）に従い，r ＝0．1を小，0．3を中，0．5以上を
大とした。
　統計解析には統計解析ソフトウェア SPSS Ver27．0

（IBM Corp）を使用し，有意水準はいずれも ５ % と
した。

Ⅲ．結　果
　結果を表 ２ および図 ５ ，６ に示した。
　右側において，浮腫圧痕深度は，運動療法前3．3

（2．5-4．4）mm から運動療法後3．0（2．0-3．5）mm へ
と有意に低下し，中等度から大の効果を認めた

（p<0．001, r=0．46）（図 ５ -①）。Pre Perfusion は，運
動 療 法 前 10．5（8．8-13．6） か ら 運 動 療 法 後 11．0

（9．5-14．9）へと有意に増加し，その効果は大きかっ

図 ５ -①　運動前後における右側の圧痕深度

表 ２　測定項目における骨格筋ポンプ運動の前後比較（n=56）

項目 運動前 運動後 p 値 効果量 r
右 圧痕深度（mm） 3. 3（2. 5-4. 4） 3. 0（2. 0-3. 5） ** 0. 46

Pre P（ml/min/100g） 10. 5（8. 8-13. 6） 11. 0（9. 5-14. 9） ** 0. 52
SRPP（mmHg） 56. 0（44. 5-70. 5） 60. 0（50. 0-70. 0） ** 0. 34
Post P（ml/min/100g） 11. 5（10. 2-15. 8） 12. 9（10. 9-16. 3） ** 0. 49

左 圧痕深度（mm） 3. 0（2. 5-4. 0） 3. 0（2. 0-3. 4） ** 0. 53
Pre P（ml/min/100g） 10. 3（9. 0-13. 1） 11. 1（9. 4-13. 9） ** 0. 55
SRPP（mmHg） 62. 0（52. 0-79. 5） 67. 5（53. 0-85. 0） ** 0. 43
Post P（ml/min/100g） 12. 0（10. 2-14. 6） 12. 7（10. 5-14. 9） ** 0. 51

Wilcoxon 符号付順位検定を使用，データは中央値（第 １ 四分位 - 第 ３ 四分位），Pre P：安静時皮膚灌流，
SRPP：皮膚再灌流圧，Post P：再灌流後皮膚灌流，** p<0. 001，効果量 r は r = |Z| / √ N（N は解析対象数）
により算出した。

19圧痕深度の客観的指標を用いた浮腫患者に対する骨格筋ポンプ運動の即時効果



図 ５ -②　運動前後における右側の Pre Perfusion（皮膚灌流）

図 ５ -③　運動前後における右側の SRPP（皮膚再灌流圧）
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図 ５ -④　運動前後における右側の Post Perfusion（皮膚再灌流後皮膚灌流）

図 6 -①　運動前後における左側の圧痕深度
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た（p<0．001, r=0．52）（図 ５ -②）。SRPP は，運動療
法 前 56．0（44．5-70．5） か ら 運 動 療 法 後 60．0

（50．0-70．0）へと有意に上昇し，中等度の効果を示し
た（p<0．001, r=0．34）（図 ５ -③）。Post Perfusion は，
運動療法前11．5（10．2-15．8）から運動療法後12．9

（10．9-16．3）へと有意に増加し，中等度から大の効果
が認められた（p<0．001, r=0．49）（図 ５ -④）。

　左側においても同様の傾向が認められ，浮腫圧痕深
度は，運動療法前3．0（2．5-4．0）mm から運動療法後
3．0（2．0-3．4）mm へと有意に低下し，大きな効果が
認 め ら れ た（p<0．001, r=0．53）（図 ６ -①）。Pre 
Perfusion は，運動療法前10．3（9．0-13．1）から運動
療法後11．1（9．4-13．9）へと有意に増加し，大きな効
果を示した（p<0．001, r=0．55）（図 6 -②）。SRPP は，

図 6 -②　運動前後における左側の Pre Perfusion（皮膚灌流）

図 6 -③　運動前後における左側の SRPP（皮膚再灌流圧）
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運動療法前62．0（52．0-79．5）から運動療法後67．5
（53．0-85．0）へと有意に上昇し，中等度の効果であっ
た（p<0．001, r=0．43）（図 ６ -③）。Post Perfusion は，
運動療法前12．0（10．2-14．6）から運動療法後12．7

（10．5-14．9）へと有意に増加し，大きな効果を示した
（p<0．001, r=0．51）（ 図 ６ -④ ）。 数 値 は 中 央 値（ 第

１ 四分位 - 第 ３ 四分位）で示した。

Ⅳ．考　察
　本研究では，短時間の骨格筋ポンプ運動により，圧
痕深度の有意な減少および皮膚血流関連指標の改善が
認められた。これらの結果は，末梢循環の改善が浮腫
軽減に寄与した可能性を示唆している。
　先行研究19）では，脳卒中後に認められる下肢浮腫に
おいて，圧痕深度は健常高齢者と比較して麻痺側およ
び非麻痺側の双方で重度であり，特に麻痺側で高値を
示すことが報告されている。このことから，骨格筋ポ
ンプ作用の低下が浮腫形成に関与している可能性が指
摘されている。さらに，Duplex ultrasound を用いて
総大腿静脈血流速度を評価した研究20）では，能動的な
足関節背屈・底屈運動が受動運動よりも有意に血流速
度を増加させることが示されている。これらの知見か
ら，足関節の能動運動は下腿筋ポンプ作用を促進させ，
静脈還流およびリンパ流の改善に寄与すると考えられ
る。とくに腓腹筋およびヒラメ筋の反復収縮は，静脈
血の駆出を促進し，毛細血管静水圧を低下させること

で体液の再吸収を促進するとされている21）。本研究に
おける圧痕深度の減少は，これらの生理学的機序を反
映した結果であると考えられる。
　さらに，皮膚灌流の増加および皮膚灌流圧の上昇は，
末梢微小循環の活性化を示す指標であり22），うっ滞し
ていた間質液の移動が促進された可能性がある。運動
療法後に血流再開後の皮膚灌流が増加したことは，微
小循環の反応性（vascular reactivity）が改善したこ
とを示唆しており23），浮腫による局所組織の血管反応
性低下が運動により改善した可能性が考えられる。
　本研究の特筆すべき点は，臨床現場で容易に実施可
能な簡便な骨格筋ポンプ運動により，圧痕深度という
客観的指標を用いて浮腫改善効果を定量的に示した点
である。これにより，従来主観的評価に依存していた
浮腫治療効果の判定を，客観的に評価できる可能性が
示された。
　一方で，本研究は疾患群が多様であり，疾患別の効
果検証には至っていない。また，運動介入の持続時間
や頻度の最適化は不明であること，浮腫の再発防止効
果については長期観察が必要であることが，本研究の
限界である。将来的には疾患別の介入効果や外的因子

（薬剤，脱水，栄養）との関連を検討することで，よ
り精緻な浮腫管理指針の構築が今後の課題である。

Ⅴ．結　論
　本研究では，短時間の骨格筋ポンプ運動による運動

図 6 -④　運動前後における左側の Post Perfusion（皮膚再灌流後皮膚灌流）
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療法は，圧痕深度の減少および末梢微小循環の改善を
もたらすことが示唆された。これらの結果は，下肢骨
格筋ポンプ運動が浮腫患者に対する簡便かつ即時的な
補助的治療手段となり得ることを示唆する。
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ラット足関節背屈制限におけるアキレス腱の関与に関する研究
A Study on the Involvement of the Achilles Tendon in

Limitation of Ankle Dorsiflexion in Rats.

粟山　太一1），坂井　一哉2），菅原　昌浩3），佐藤　勇太3）
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Taichi Awayama1），Kazuya Sakai2），Masahiro Sugahara3），Yuta Sato3）

Ryoma Ikeo3），Senma Nagi3），Takeya Ono3）

要旨：〔目的〕本研究の目的は，ラット足関節背屈制限モデルを用いて，下腿三頭筋の短
縮による筋原性拘縮に対するアキレス腱の関与を検証することである。〔対象と方法〕 ８
週齢の Wistar 系雄ラット14匹を対照群および不動群に無作為に分けた。不動群では足関
節を最大底屈位で ２ 週間固定した。実験最終日に固定を解除して，足関節背屈可動域を測
定した。その後，アキレス腱を露出・固定し，再度可動域を測定した。〔結果〕アキレス
腱固定後の背屈可動域には群間差が認められなかった。〔結論〕アキレス腱は筋原性拘縮
による関節可動域制限に有意な影響を及ぼさず，その可動域制限の主因は筋腹の短縮であ
る可能性が示唆された。

キーワード：筋原性拘縮，下腿三頭筋，アキレス腱，ラット足関節

Abstract: [Objective] The purpose of this study was to verify the involvement of the 
Achilles tendon in myogenic contracture caused by due to shortening of the triceps 
surae, using a rat ankle joint dorsiflexion restriction model. 
[Methods] Fourteen 8-week-old male Wistar rats were randomly assigned to the control 
and fixation groups. In the fixation group, the ankle joint was immobilized in the 
maximum plantar-flexion position for 2 weeks. Dorsiflexion range of motion (ROM) was 
measured on the last day. After joint immobilization was released, the Achilles tendon 
was exposed and immobilized, followed by a second ROM measurement.
[Results] No significant difference in dorsiflexion ROM was observed between the groups 
after Achilles tendon fixation. [Conclusion] These findings suggest that the Achilles 
tendon does not significantly contribute to ROM limitation in myogenic contracture, and 
that shortening of the muscle belly is likely the primary cause.

Key words:　Myogenic contracture, triceps surae muscle, Achilles tendon, Rat ankle 
joint
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Ⅰ．はじめに
　関節拘縮とは，関節包，靱帯，筋，皮膚などの軟部
組織に器質的変化が生じ，その結果として関節可動域
が制限された状態を指す1）。理学療法士実態調査報告
書では，治療中に問題となる障害として関節可動域制
限が上位に挙げられており2），医療現場における人
的・経済的負担を増大させていることが示唆されてい
る3）。したがって，関節拘縮の予防や改善を目的とし
た効果的な介入方法の確立が重要である。
　関節拘縮は，筋組織に由来する筋原性拘縮と，関節
構成体に起因する関節原性拘縮に大別される4）。
Trudel ら4） は，ラット膝関節を用いた研究において，
固定期間が １ ～ ２ 週間では筋原性拘縮が主であり， ４
週間以上では関節構成体の関与が増すことを示した。
すなわち，拘縮の初期段階では，筋組織に着目した介
入が効果的であると考えられる。
　Sato ら5) は，引張試験機を用いてラットのヒラメ筋
の剛性を評価し，関節固定に伴い筋が外力に対して変
形しにくくなることを示した。しかし，同研究では筋
腹と腱を区別して評価していない。筋腹と腱は力学的
特性が異なり，筋腹は収縮機能を有し随意運動に関与
するのに対し6)，腱は筋収縮によって生じた張力を骨
へと伝達する7)。特に，足関節背屈制限の主因とされ
る下腿三頭筋8） は，腓腹筋とヒラメ筋から構成され，
両筋の腱は合流してアキレス腱を形成する9）。そのた
め，筋と腱を分けて評価することで，拘縮に関与する
部位が明確になり効率的な介入につながる可能性があ
る。しかし，足関節背屈制限において，筋原性拘縮の
進行に伴う可動域制限の原因が筋腹かアキレス腱かは
明らかではない。
　本研究の目的は，ラット足関節背屈制限モデルを用
いて，下腿三頭筋の短縮による筋原性拘縮に対するア
キレス腱の関与を検証することである。

Ⅱ．対象と方法
１．対　象

　本研究では， ８ 週齢の Wistar 系雄ラット14匹（体
重261.5±19.4g）を使用した。 ８ 週齢を選定した理由
は，性成熟に達し，組織構造および内分泌機能が安定
しており，個体差が比較的小さいため，測定値の一貫
性と再現性が確保できると判断したためである10）。
ラットは，足関節を最大底屈位で固定する不動群

（n=7）と，固定を行わない対照群（n=7）に無作為に
割り付けた。動物福祉に配慮し，不必要な使用を避け

るようにサンプル数を設定した11-13）。飼育期間は ２ 週
間とし，室温23℃，12時間の明暗サイクルの下で， １
匹ずつ27×27×44cm のプラスチック製ケージに収容
して自由に行動させた。水と餌は自由摂取可能とした。
すべての処置は麻酔下で実施した。麻酔は， ４ % イ
ソフルランの吸入後に，三種混合麻酔（ドミトール
0.375mg/kg，ミタゾラム ２ mg/kg，ベトルファール
2.5ml/kg）を腹腔内に投与して行った。本研究は，県
立広島大学動物実験規程に基づき，本学動物実験委員
会の承認（承認番号：21A-004号 -03）を得て実施した。

２．方　法
１ ）関節固定
　関節固定は佐藤らの方法14） に従って実施した。不
動群のラットには麻酔下で両足関節を最大底屈位に保
持し，大腿から足部までを非伸縮性テープで巻いて固
定した。ラットがテープを自力で外さないよう，足部
を金網で保護した。固定期間は 2 週間とし，途中 １ 回
テープを巻き直して緩みやずれを是正し，一定の固定
強度と位置を維持した。
２ ）足部厚の測定
　足部厚の測定は，実験開始時および最終日に測定し
た。中足骨部において，足底から足背を電気ノギスを
用いて挟む方法で測定を実施した15）。
３ ）関節可動域測定
　関節可動域測定は田坂らの方法16) に従い，実験開
始時， ２ 週間経過後，およびアキレス腱固定後に実施
した。筋原性拘縮の要因となる皮膚は，アキレス腱固
定処置の前に切除した。すべての測定は麻酔下で行い，
皮膚切除前には麻酔薬を過剰投与して安楽死させた。
測定時には，膝関節を最大屈曲位に保持し，デジタル
テンションメーター（LTS-1KA，共和電業社製）の
センサーを中足骨遠位部に当て，いずれの測定におい
ても0.3N の背屈力を加えた。0.3N は，正常ラットの
足関節を最大背屈させる最小限の力とされている17）。
デジタルテンションメーターが0.3N を示した時点の
関節を撮影し，静止画像から Image J を用いて関節
角度を計測した。腓骨頭と外果を結ぶ線を基本軸，踵
骨底面を移動軸とした。移動軸を踵骨底面としたのは，
中足骨部に加えた背屈力によるリスフラン関節の背屈
方向への動きを省くためである18）。
４ ）アキレス腱の固定
　アキレス腱単独の影響を評価するため，下腿三頭筋
以外の足底筋（長母趾屈筋，長趾屈筋，後脛骨筋，長
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短腓骨筋）を切除した。先行研究では，正常ラットの
足関節背屈可動域は約135～140°であり，底屈位で ２
週間固定した場合，約54°の可動域制限が生じるとさ
れている19-21）。これらの値を参考として本研究では，
アキレス腱に伸張ストレスが加わらないよう配慮し，
足関節を背屈角度60°の軽度背屈位で固定した。固定
方法を図 １ に示す。踵骨停止部から近位 ８ mm の位置
に，アキレス腱を貫通するように直径0.7mm のキル

シュナー鋼線を脛骨方向に刺入し，瞬間接着剤で固定
した。
５ ）統計解析
　データは平均値±標準偏差で示した。正規性は
Shapiro-Wilk 検定により確認し，その後，対応のある
二 元 配 置 分 散 分 析 を 実 施 し た。 多 重 比 較 に は
Bonferroni 法を用い，有意水準は補正後の p ＜0.05と
した。足部厚の解析では，測定時期（実験開始日，実
験最終日）および群（対照群，不動群）を独立変数，
足部厚を従属変数とした。関節可動域に関する解析で
は，測定時期（実験開始時， ２ 週間経過後）および群

（対照群，不動群） を独立変数，背屈角度を従属変数
とした。アキレス腱固定後は，対照群と不動群の ２ 群
間における各測定値を対応のない t 検定により比較し，
有意水準は p ＜0.05とした。なお，統計解析には
Excel 統計（社会情報サービス社製）を用いた。

Ⅲ．結　果
１ ）足部厚の測定
　足部厚の測定結果を表 １ に示す。測定時期（実験開
始時，実験最終日）および群（対照群，不動群）にお
いて，有意差は認められなかった。
２ ）関節可動域の測定
　足関節背屈可動域の測定結果を表 ２ に示す。データ
は平均値±標準偏差で表記した。二元配置分散分析の
結果，測定時期（F（1,12）＝1423.22，p ＜0.01）と群

（F（1,12）＝680.98，p ＜0.01）における有意な主効果
が 認 め ら れ， さ ら に 有 意 な 交 互 作 用（F（1,12）＝

図 １　アキレス腱固定処置の模式図および実験写真
アキレス腱単独の影響を評価するため，筋腹の影響を排除した固
定処置を行った。踵骨停止部から近位 ８ mm の位置に，直径
0.7mm のキルシュナー鋼線（A）を脛骨（C）方向へ貫通させ，
アキレス腱（B）を背屈60°の角度で固定した。鋼線刺入部には
瞬間接着剤を塗布し，強固に固定した。a： ８ mm

A

B
C

a

表 2　足関節背屈可動域の測定結果（単位：度）

群
測定時期 主効果

交互作用
実験開始時 ２ 週間経過後 測定時期 群

対照群（n=7） 128.7±1.8 127.3±1.6
＊ ＊ ＊

不動群（n=7） 131.6±1.0 76.6±3.5†
平均値±標準偏差で表記
対応のある二元配置分散分析
＊：有意差あり（p ＜0.05）
†：実験開始時と比較して有意に減少（p ＜0.01）
‡：対照群と比較して不動群で有意に小さい（p ＜0.01）

‡

表 １　足部厚の測定結果（単位：mm）

群
測定時期 主効果

交互作用
実験開始時 実験最終日 測定時期 群

対照群（n=7） 5.8±0.4 5.5±0.4
n.s. n.s. n.s.

不動群（n=7） 5.6±0.4 5.8±0.3
平均値±標準偏差で表記
対応のある二元配置分散分析
n.s.：有意差なし（not significant）

27ラット足関節背屈制限におけるアキレス腱の関与に関する研究



1288.06，p ＜0.01）が確認された。そのため，群の単
純主効果および測定時期の単純主効果について検討を
行った結果，それぞれの独立変数の有意な単純主効果
が確認できた。その後，Bonferroni 法を用いた多重比
較を実施した。その結果， ２ 週間経過後の不動群では，
実験開始時と比較して可動域が有意に減少（p ＜0.01）
した。また， ２ 週間経過後の不動群の可動域は，対照
群と比較して有意に小さかった（p ＜0.01）。
　アキレス腱固定後の足関節背屈可動域の測定結果を
表 ３ に示す。 ２ 群間の背屈可動域には有意な差は認め
られなかった。

表 3　アキレス腱固定後の足関節背屈可動域の測定結果
� （単位：度）

群 アキレス腱固定後 P 値
対照群（n=7） 61.1±4.0

P=0.245
不動群（n=7） 63.7±4.9

平均値±標準偏差で表記
対応のない t 検定

Ⅳ．考　察
　本研究では，ラット足関節背屈制限モデルを用いて，
下腿三頭筋の短縮による筋原性拘縮に対するアキレス
腱の関与を検討した。結果として，アキレス腱を固定
した状態での背屈可動域において，対照群と不動群の
間で有意差は認められなかった。このことから，筋原
性拘縮による可動域制限因子の主因はアキレス腱では
なく筋腹にある可能性がある。
１ ）浮腫と拘縮の発生について
　浮腫は，関節拘縮を発生させる因子である22）。本研
究では，足部厚の測定結果において群間で有意な差は
認められなかった。このことから，本研究における
ラットの足部に浮腫は生じておらず，浮腫による関節
可動域制限への影響はなかったと考えられる。
　筋原性拘縮は ２ 週間未満の固定でも生じうることが
知られており4），特に １ 週間以上の不動により筋内膜
の線維化が進行して筋の伸張性が低下するとされる23）。
本研究において， ２ 週間経過後の足関節背屈可動域は，
対照群と比較して不動群で有意に低下していた。この
結果から， ２ 週間の固定により筋線維化が進行し，筋
の伸張性が低下したことが，背屈可動域の制限に関与
したと推察される。
　不動群において ２ 週間経過後の時点で，対照群より
も背屈可動域が有意に低下していた。一方，アキレス
腱固定後には群間差が認められなかったことから， ２

週間の固定ではアキレス腱が背屈可動域の制限に関与
していない可能性がある。
２ ）筋とアキレス腱の機能的変化について
　長期の固定モデルでは，筋組織において可溶性コ
ラーゲンの減少や架橋結合の増加が生じ，伸張性が低
下することが報告されている24）。一方，腱組織ではこ
れらの変化は比較的小さいとされている24）。本研究に
おいても，アキレス腱固定後の足関節背屈可動域に有
意差は認められなかった。この結果は，腱組織が筋組
織と比較して構造的変化を受けにくいという先行研究
の知見25-26） と一致する。したがって，背屈制限の主因
は筋腹における線維化やコラーゲン架橋の伸張性低下
である可能性がある。
３ ）研究の限界と課題
　本研究では，固定期間を ２ 週間に限定しており，長
期間の固定によるアキレス腱の変化については検討し
ていない。また，アキレス腱の剛性や伸張性など力学
的特性の変化は検討していない。今後は，引張試験な
どの力学的評価を組み合わせることで，関節固定がア
キレス腱に与える影響をより詳細に明らかにする必要
がある。

Ⅴ．結　語
　これまで筋原性拘縮の原因がアキレス腱か筋腹かは
明らかではなかった。本研究は，短期間の固定による
可動域制限の主因が筋腹にある可能性を示した。
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外傷性頸部痛患者における不公平感の構成要素と事故文脈 
および能力障害との関連

Components of Perceived Injustice and Their Associations With Accident 
Context and Disability in Patients With Traumatic Neck Pain

山下　　裕1），古後　晴基2），東　登志夫3）

Yuh Yamashita1），Haruki Kogo2），Toshio Higashi3）

要旨：外傷性頸部痛患者179名を対象に，不公平感の構成要素と事故文脈および能力障害
との関連を検討した。事故文脈により被害群とその他外傷群に分類し，疼痛強度（Visual 
Analog Scale: VAS），Neck Disability Index（NDI），Injustice Experience Questionnaire

（IEQ）総得点および下位尺度を比較した。さらに，疼痛強度および基本属性を共変量と
して調整し，NDI を目的変数とする階層的線形回帰分析を実施した。IEQ 総得点に群間
差は認めなかったが，「責め・不当」は被害群で有意に高値を示した（p = 0. 006）。回帰
分析では，基本モデルの説明率は40. 1% であり，IEQ 総得点の追加により NDI の説明率
は有意に増加した（ΔR2 = 0. 024，p = 0. 009）。また，IEQ の ３ つの下位尺度を同時投入
したモデルでは，「重症度・不可逆性」が NDI と最も明確な正の関連を示した（β = 0. 36，
p < 0. 001）。外傷性頸部痛患者における不公平感の構成要素には，事故文脈に関わる側面
と能力障害に関わる側面が含まれる可能性がある。

キーワード：外傷性頸部痛，不公平感，Injustice Experience Questionnaire，事故文脈

Abstract:　This study examined whether the subscales of the Injustice Experience 
Questionnaire (IEQ) are differentially associated with accident context and disability in 
patients with traumatic neck pain. We included 179 patients with traumatic neck pain 
who visited an orthopedic medical institution. Patients were classified into a victim 
group and an other-trauma group according to accident context. Pain intensity measured 
using the Visual Analog Scale (VAS), Neck Disability Index (NDI), IEQ total score, and 
IEQ subscale scores were compared between groups. Hierarchical linear regression 
analyses were performed to examine the associations of the IEQ total score and sub-
scales with NDI after adjusting for pain intensity and demographic and clinical charac-
teristics. The IEQ total score did not differ significantly between groups, whereas the 
Blame/Unfairness subscale score was significantly higher in the victim group (p = 0.006). 
In the regression analyses, the basic model explained 40.1% of the variance in NDI, and 
adding the IEQ total score significantly increased the explained variance in NDI (ΔR2 = 
0.024, p = 0.009). In the model including the three IEQ subscales simultaneously, Severi-
ty/Irreparability showed the clearest positive association with NDI (β = 0.36, p < 0.001). 
These findings suggest that perceived injustice in patients with traumatic neck pain 
may comprise distinct components related to accident context and disability.

Keywords: traumatic neck pain; perceived injustice; Injustice Experience Questionnaire; 
accident context
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Ⅰ．緒　言
　交通事故後の外傷性頸部痛，特にむち打ち関連障害
は，頸部痛，頸部可動域制限，頭痛，めまい，しびれ
など多様な症状を呈する。多くの患者では受傷後の経
過とともに症状が軽減する一方で，一部の患者では疼
痛や能力障害が遷延し，日常生活，社会活動，就労に
影響を及ぼす。むち打ち関連障害の経過に関するレ
ビューでは，約半数の患者が受傷 １ 年後にも頸部痛症
状を報告することが示されている1）。また，予後因子
に関するメタレビューでは，初期疼痛や不安が急性む
ち打ち損傷後の転帰と関連し，衝突関連因子や身体的
因子のみでは予後を十分に説明できないことが報告さ
れている2）。
　むち打ち関連障害の回復過程には，疼痛強度や初期
の能力障害に加えて，心理社会的因子が関与する。心
理的予後因子に関するシステマティックレビューでは，
回復期待の低さ，外傷後ストレス症状，受動的対処が，
慢性化した頸部痛または能力障害と一貫して関連する
因子として報告されている3）。さらに，近年の頸部痛
に関するアンブレラレビューでも，外傷関連頸部痛を
含む頸部痛の予後因子として，病態特性だけでなく，
認知・情動因子，社会環境・生活因子が報告されてい
る4）。したがって，外傷性頸部痛患者の能力障害を理
解するためには，疼痛強度や身体機能だけでなく，受
傷後の認知的・情動的反応を含めた評価が必要である。
　近年，外傷や疼痛に関連する心理社会的因子として，
不公平感が注目されている。Injustice Experience 
Questionnaire（IEQ）は，傷害に関連した不公平感を
評価する尺度であり，損失の重症性や不可逆性，責任
帰属，不当性などを含む認知的評価を測定する5）。不
公平感とは，受傷によって生じた損失や苦痛を不当な
ものとして捉える心理的反応であり，症状や生活制限
を重篤で回復困難なものと考える認知，他者に責任が
あるという認知，また自分の苦痛が周囲から十分に理
解されていないという認知を含む。筋骨格系疼痛患者
を対象としたシステマティックレビューでは，不公平
感は疼痛強度，能力障害関連アウトカム，精神健康ア
ウトカムと関連することが示されている6）。また，不
公平感に関する近年のシステマティックレビュー・メ
タアナリシスでも，不公平感は能力障害，疼痛強度，
痛みの破局的思考，外傷後ストレス症状，不安，抑う
つ，運動恐怖などと関連することが報告されている7）。
慢性疼痛患者を対象とした近年の研究でも，不公平感
は疼痛そのものよりも心理社会的要因と密接に関わる

可能性が示されている8）。
　日本の急性むち打ち関連障害患者においても，IEQ
の臨床的意義は報告されている。Hayashi らは，日本
の急性むち打ち関連障害患者85名を対象に IEQ 得点
と治療期間との関連を検討し，IEQ 得点が保険請求
終了までの日数および治療受診回数と独立して関連す
ることを示した9）。この知見は，日本の外傷性頸部痛
診療においても，不公平感が治療経過と関連しうる心
理社会的因子であることを示している。しかし，これ
までの研究では IEQ 総得点に基づく検討が中心であ
り，不公平感の下位尺度が事故文脈や能力障害とどの
ように関連するかについては十分に検討されていない。
　日本語版 IEQ-J では，Yamada らにより，重症度・
不可逆性，責め・不当，被共感性欠如に対応する ３ 因
子構造が報告されている10）。IEQ 総得点は不公平感の
全体的な程度を把握するうえで有用であるが，事故責
任に関する認知，症状の重症性や回復困難感，他者か
ら理解されていないという認知を区別するには，下位
尺度ごとの検討が必要である。特に外傷性頸部痛では，
事故の被害性や責任帰属が不公平感に影響する可能性
がある一方で，能力障害には疼痛強度や症状を回復困
難と捉える認知が関与する可能性がある。事故文脈に
は，受傷時の立場，責任帰属，被害性の有無などが含
まれ，外傷後の不公平感に影響しうる背景要因である
と考えられる。したがって，IEQ 下位尺度を用いる
ことで，不公平感のどの側面が事故文脈と関連し，ど
の側面が能力障害と関連するのかをより具体的に把握
できる可能性がある。
　そこで本研究では，外傷性頸部痛患者を対象に，
IEQ 総得点および下位尺度と事故文脈との関連を検
討した。さらに，疼痛強度および基本属性を共変量と
して調整したモデルにおいて，IEQ 総得点および ３
つの下位尺度が NDI で評価した能力障害とどのよう
に関連するかを検討した。

Ⅱ．対象と方法
１ ．対　象

　対象は，整形外科医療機関を受診した外傷性頸部痛
患者179名とした。包含基準は，外傷を契機として頸
部痛を呈していること，初回評価時に疼痛強度，能力
障害，不公平感に関する評価が実施されていること，
および事故文脈に関する情報が診療録または問診情報
から確認できることとした。除外基準は，頸椎の外傷
や手術の既往のある者，重度の急性心的外傷後ストレ
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ス障害を併発している者，中枢神経疾患の既往を認め
る者，質問紙評価に欠損を認める者，および事故文脈
の分類が困難な者とした。
　対象者の基本属性として，年齢，性別，Body Mass 
Index（BMI），症状持続期間，就労の有無を記録した。
症状持続期間は，初回評価時点における症状の持続期
間を月単位で算出した。また，症状持続期間を ３ ヶ月
以下（≤ ３ ヶ月）と ３ ヶ月超（> ３ ヶ月）に分類した。

２ ．評価項目
１ ）疼痛強度
　疼痛強度の評価には，Visual Analog Scale（VAS）
を用いた11）。対象者には， １ 日の平均的な頸部痛の強
さを，長さ100 mm の線上で左端を「痛みなし」，右
端を「想像できる最大の痛み」として回答させ， ０ か
ら100 mm で評価した。本研究では， １ 日の平均疼痛
強度を Pain average として分析に用いた。
２ ）能力障害
　能力障害の評価には，Neck Disability Index（NDI）
を用いた12，13）。NDI は頸部痛患者における能力障害を
評価する自己記入式質問票であり，日常生活動作 ７ 項
目，疼痛 ２ 項目，集中力 １ 項目の合計10項目で構成さ
れる。各項目は ０ から ５ 点，合計点は ０ から50点で評
価され，点数が高いほど能力障害が重度であることを
示す。本研究では，NDI の合計点を回答数で除して
パーセント換算した値を分析に用いた。
３ ）不公平感
　不公平感の評価には，Injustice Experience Ques-
tionnaire（IEQ）を用いた5，10）。IEQ は，自身の現状
が理不尽だと強く感じる心理状態を定量する12項目の
質問紙票である。各項目は ０ から ４ 点，合計点は ０ か
ら48点で評価され，点数が高いほど不公平感が強いこ
とを示す。
　本研究では，IEQ 総得点に加え，下位尺度である

「被共感性欠如」，「重症度・不可逆性」，「責め・不当」
を分析に用いた。「被共感性欠如」は，他者から理解
や共感を得られていないという認知を反映する尺度で
ある。「重症度・不可逆性」は，痛みや障害を深刻で
回復しにくいものとして捉える認知を反映する尺度で
ある。「責め・不当」は，事故や外傷に対する責任帰
属や不当性に関する認知を反映する尺度である。
４ ）事故文脈
　事故文脈は，診療録または問診情報に基づき分類し
た。事故分類は，被害，加害，労災，自損，転倒に分

類した。主要解析では，事故文脈における被害性に着
目するため，被害に該当する者を被害群，それ以外の
加害，労災，自損，転倒に該当する者をその他外傷群
として分類した。

３ ．統計解析
　対象者の基本属性および臨床指標は，連続変数につ
いては中央値［四分位範囲］，カテゴリ変数について
は人数（%）で示した。被害群とその他外傷群におけ
る Pain average，NDI，IEQ 総得点および IEQ 下位
尺度の比較には，Mann-Whitney U 検定を用いた。
　次に，疼痛強度および基本属性を共変量として調整
したモデルにおいて，IEQ 総得点および下位尺度と
NDI との関連を検討するため，階層的線形回帰分析
を実施した。目的変数は NDI とした。基本モデルに
は，Pain average，年齢，性別，就労の有無，症状持
続期間カテゴリを投入した。次に，IEQ 総得点の追
加的な関連を検討するため，基本モデルに IEQ 総得
点を追加したモデルを作成した。さらに，IEQ 下位
尺度の独立した関連を検討するため，基本モデルに被
共感性欠如，重症度・不可逆性，責め・不当の ３ つの
下位尺度を同時に投入したモデルを作成した。各モデ
ルでは，R2，調整済み R2，R2変化量（ΔR2），非標準
化回帰係数（B），B の95% 信頼区間，標準偏回帰係
数（β），p 値を算出した。多重共線性の確認には
Variance Inflation Factor（VIF）を用いた。
　統計解析には IBM SPSS Statistics ver.29を用い，
統計学的有意水準は ５ % とした。

４ ．倫理的配慮
　本研究はヘルシンキ宣言に基づき実施し，長崎大学
倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：
19071102）。対象者には研究の目的，方法，個人情報
の保護について説明し，同意を得た。

Ⅲ．結　果
１ ．対象者の基本属性

　対象者179名の基本属性および臨床指標を表 １ に示
す。対象者の年齢は44. 0［36. 0，55. 0］歳，BMI は
22. 8［20. 4，25. 5］kg/m2であった。性別は女性105
名（58. 7%），男性74名（41. 3%）であった。症状持続
期間は0. 6［0. 2，1. 7］ヶ月であり，症状持続期間が
３ ヶ月以下の者は141名（78. 8%）， ３ ヶ月を超える者
は38名（21. 2%）であった。事故文脈は，被害153名
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（85. 5%），加害13名（7. 3%），労災 ８ 名（4. 5%），自
損 ２ 名（1. 1%），転倒 ３ 名（1. 7%）であった。
　臨床指標では，Pain average は42. 5［25. 0，60. 0］，
NDI は28. 0［18. 0，36. 0］であった。不公平感尺度

（IEQ）については，IEQ 総得点が5. 0［2. 0，11. 0］，
被共感性欠如が1. 0［0. 0，3. 0］，重症度・不可逆性が
2. 0［0. 0，6. 0］，責め・不当が1. 0［0. 0，3. 0］であっ
た。

２ ．被害群とその他外傷群の比較
　被害群とその他外傷群の比較を表 ２ に示す。被害群
153名とその他外傷群26名の間で，Pain average，
NDI，IEQ 総得点に有意差は認められなかった。IEQ
総得点は，被害群6. 0［2. 0，12. 0］，その他外傷群4. 5

［0. 0，9. 5］であった（p = 0. 06）。
　IEQ 下位尺度では，責め・不当のみが被害群で有
意に高値を示した。責め・不当は，被害群1. 0［0. 0，
4. 0］，その他外傷群0. 0［0. 0，1. 3］であった（p = 
0. 006）。一方，被共感性欠如および重症度・不可逆性
には有意差を認めなかった。

３ ．NDI を目的変数とした階層的線形回帰分析
　NDI を目的変数とした階層的線形回帰分析の結果
を表 ３ に示す。基本モデルには Pain average，年齢，
性別，就労の有無，症状持続期間カテゴリを投入した。
症状持続期間カテゴリは， ３ ヶ月以下を 0 ， 3 ヶ月超
を １ として投入した。基本モデルは NDI の40. 1% を
説明した（R2 = 0. 401，調整済み R2 = 0. 384，p < 
0. 001）。基本モデルにおいて，Pain average は NDI
と有意に関連した（B = 0. 39，95%CI：0. 32 to 0. 47，
β = 0. 62，p < 0. 001）が，年齢，性別，就労の有無，
症状持続期間カテゴリはいずれも有意ではなかった。
基本モデルに IEQ 総得点を追加すると，NDI の説明
率は有意に増加した（R2 = 0. 424，調整済み R2 = 
0. 404，ΔR2 = 0. 024，p = 0. 009）。IEQ 総 得 点 は
NDI と有意な正の関連を示した（B = 0. 28，95%CI：
0. 07 to 0. 49，β = 0. 16，p = 0. 009）。IEQ の ３ つの
下位尺度を同時に投入したモデルでは，NDI の説明
率は有意に増加した（R2 = 0. 458，調整済み R2 = 
0. 432，ΔR2 = 0. 057，p < 0. 001）。このモデルでは，
重症度・不可逆性が NDI と有意な正の関連を示した

（B = 1. 16，95%CI：0. 54 to 1. 78， β = 0. 36，p < 

表 １　対象者の基本属性および臨床指標

項目 分類・変数 全体（n=179）
基本属性 年齢，歳 44. 0［36. 0，55. 0］

BMI，kg/m2 22. 8［20. 4，25. 5］
女性 105（58. 7）
男性 74（41. 3）

症状持続期間 症状持続期間（ヶ月） 0. 6［0. 2，1. 7］
≤ ３  ヶ月 141（78. 8）
> ３  ヶ月 38（21. 2）

事故文脈 被害 153（85. 5）
加害 13（7. 3）
労災 8（4. 5）
自損 2（1. 1）
転倒 3（1. 7）

就労の有無 あり 150（83. 8）
なし 29（16. 2）

臨床指標 Pain average 42. 5［25. 0，60. 0］
NDI 28. 0［18. 0，36. 0］

不公平感尺度 IEQ 総得点 5. 0［2. 0，11. 0］
（IEQ） 被共感性欠如 1. 0［0. 0，3. 0］

重症度・不可逆性 2. 0［0. 0，6. 0］
責め・不当 1. 0［0. 0，3. 0］

値は n（%）または中央値［四分位範囲］で示した。Pain average：
Visual Analog Scale（ ０ ～100）を用いて評価した １ 日の平均疼痛強
度を示す。NDI はパーセント換算値を示す。BMI：Body Mass Index，
NDI：Neck Disability Index，IEQ：Injustice Experience Question-
naire

表 ２　被害群とその他外傷群の比較

変数 被害群（n=153） その他外傷群（n=26） 群間差［95%CI］ p値
Pain average 42. 5［25. 5，60. 0］ 40. 3［23. 8，57. 4］ 2. 0［-9. 0 to 12. 0］ 0. 69
NDI 28. 0［20. 0，36. 0］ 24. 0［17. 5，36. 0］ 2. 0［-4. 0 to 8. 0］ 0. 53
IEQ 総得点 6. 0［2. 0，12. 0］ 4. 5［0. 0，9. 5］ 2. 0［0. 0 to 5. 0］ 0. 06

被共感性欠如 1. 0［0. 0，3. 0］ 0. 0［0. 0，2. 0］ 0. 0［0. 0 to 1. 0］ 0. 14
重症度・不可逆性 3. 0［1. 0，7. 0］ 2. 0［0. 0，6. 0］ 1. 0［0. 0 to 2. 0］ 0. 18
責め・不当 1. 0［0. 0，4. 0］ 0. 0［0. 0，1. 3］ 1. 0［0. 0 to 1. 0］ 0. 006

値は中央値［四分位範囲］で示した。群間比較には Mann-Whitney U 検定を用いた。群間差は Hodges-Lehmann 推定
量により算出し，被害群 - その他外傷群として示した。95%CI は群間差の95% 信頼区間を示す。Pain average は Visual 
Analog Scale（ ０ ～100）を用いて評価した １ 日の平均疼痛強度を示す。NDI はパーセント換算値を示す。NDI：Neck 
Disability Index，IEQ：Injustice Experience Questionnaire，CI：confidence interval
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0. 001）。一方，責め・不当は NDI と有意な負の関連
を示した（B = -1. 12，95%CI：-2. 03 to -0. 21，β = 
-0. 22，p = 0. 016）。被共感性欠如は有意な関連を示
さなかった。各モデルにおける VIF は1. 05～2. 91で
あり，説明変数間の強い多重共線性は示唆されなかっ
た。

Ⅳ．考　察
　本研究では，外傷性頸部痛患者における不公平感の
構成要素が，事故文脈および NDI で評価した能力障
害とどのように関連するかを検討した。その結果，
IEQ 総得点は被害群とその他外傷群の間で有意差を
示さなかったが，下位尺度である「責め・不当」は被
害群で有意に高値を示した。また，疼痛強度および基
本属性を共変量として調整した階層的線形回帰分析で
は，IEQ 総得点の追加により NDI の説明率が有意に
増加した。さらに，IEQ の ３ つの下位尺度を同時に
投入したモデルでは，「重症度・不可逆性」が NDI と
最も明確な正の関連を示した。これらの結果は，外傷
性頸部痛患者の不公平感が，事故文脈に関わる側面と
能力障害に関わる側面を含む可能性を示している。
　IEQ は，傷害に関連した不公平感を評価する尺度
として開発され，損失の重症性や不可逆性，責任帰属，
不公平感などを含む構成概念を測定する5）。近年のシ
ステマティックレビューでは，不公平感は筋骨格系疼
痛患者における疼痛強度，能力障害関連アウトカム，
精神健康アウトカムと関連することが示されている6）。
さらに，不公平感に関するメタアナリシスでも，不公

平感と能力障害，疼痛強度，痛みの破局的思考，外傷
後ストレス症状などとの関連が報告されている7）。し
たがって，外傷性頸部痛患者における能力障害を理解
するうえで，不公平感は検討すべき心理社会的因子の
一つと考えられる。
　日本語版 IEQ-J では，Yamada らにより，重症度・
不可逆性，責め・不当，被共感性欠如に対応する ３ 因
子構造が報告されている10）。そのため，本研究では
IEQ 総得点に加え，これらの下位尺度を用いて，事
故文脈および NDI との関連を検討した。IEQ 総得点
のみでは，不公平感の全体的な程度は把握できるが，
その内容が事故責任に関わるものなのか，症状の重症
性や回復困難感に関わるものなのかを区別することは
難しい。本研究において，IEQ 総得点では群間差が
有意でなかったにもかかわらず，「責め・不当」のみ
が被害群で高値を示したことは，下位尺度を用いるこ
とで事故文脈に関わる認知的反応をより具体的に捉え
られる可能性を示している。
　本研究の結果，「責め・不当」は被害群で有意に高
値を示した一方で， ３ つの下位尺度を同時投入した回
帰モデルでは NDI と負の関連を示した。この所見は，

「責め・不当」が能力障害の高さそのものよりも，事
故の被害性や責任帰属に関する心理的反応を反映して
いる可能性を示唆している。一方で，被害群で高値を
示した「責め・不当」は，全対象者において NDI の
高さと単純には対応しなかった。事故文脈によって

「責め・不当」の程度や NDI との関連が異なる可能性
はあるが，本研究ではこれを直接検証していないため，

表 ３　NDI を目的変数とした階層的線形回帰分析

モデル 変数 B 95%CI β p値 VIF
基本モデル Pain average 0. 39 0. 32 to 0. 47 0. 62 < 0. 001 1. 08

年齢 0. 03 -0. 10 to 0. 15 0. 03 0. 66 1. 11
性別 -1. 53 -5. 00 to 1. 94 -0. 05 0. 39 1. 06
就労の有無 1. 34 -3. 42 to 6. 09 0. 03 0. 58 1. 11
症状持続期間カテゴリ -0. 65 -4. 82 to 3. 53 -0. 02 0. 76 1. 05

基本＋ IEQ 総得点 IEQ 総得点 0. 28 0. 07 to 0. 49 0. 16 0. 009 1. 07
基本＋ IEQ 下位尺度 被共感性欠如 0. 35 -0. 76 to 1. 46 0. 04 0. 53 1. 48

重症度・不可逆性 1. 16 0. 54 to 1. 78 0. 36 < 0. 001 2. 91
責め・不当 -1. 12 -2. 03 to -0. 21 -0. 22 0. 016 2. 66

値は非標準化係数（B），B の95% 信頼区間（95%CI），標準化係数（β），p 値，VIF で示した。基本モデルには Pain 
average，年齢，性別，就労の有無，症状持続期間カテゴリを投入した。症状持続期間カテゴリは， ３ ヶ月以下を 0 ， 3 ヶ月
超を １ として投入した。基本モデル＋ IEQ 総得点では，基本モデルに IEQ 総得点を追加した。基本モデル＋ IEQ 下位尺度
では，基本モデルに IEQ の ３ つの下位尺度を同時に追加した。モデル適合度は，基本モデル：R2 = 0. 401，調整済み R2 = 
0. 384；基本モデル＋ IEQ 総得点：R2 = 0. 424，調整済み R2 = 0. 404，ΔR2 = 0. 024，p = 0. 009；基本モデル＋ IEQ 下位尺
度：R2 = 0. 458，調整済み R2 = 0. 432，ΔR2 = 0. 057，p < 0. 001であった。Pain average は Visual Analog Scale（ ０ ～100）
を用いて評価した １ 日の平均疼痛強度を示す。NDI：Neck Disability Index，IEQ：Injustice Experience Questionnaire，
CI：confidence interval，VIF：Variance Inflation Factor
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慎重な解釈を要する。Yamada らの研究では，重回帰
分析において，他者責任による受傷が IEQ-J 総得点の
高さと関連していた10）。また，Ioannou らは，外傷後
12～14ヶ月の患者を対象に不公平感に関連する要因を
検討し，補償状態そのものよりも，責任帰属や弁護士
相談が不公平感と関連することを報告している14）。こ
れらの知見を踏まえると，本研究で「責め・不当」が
被害群で高値を示したことは，外傷後の不公平感にお
いて責任帰属や事故文脈が重要であるとする先行研究
と整合する。
　このような関連が認められた背景には，不公平感が
単なる疼痛強度の反映ではなく，受傷に伴う損失や責
任帰属に関する認知的評価を含むことが関係している
可能性がある。外傷性頸部痛では，症状の重症度だけ
でなく，「自分に責任がないにもかかわらず損害を受
けた」という認識が，事故後の不公平感を強める可能
性がある。本研究では，平均疼痛強度，NDI，IEQ 総
得点に群間差が認められなかったにもかかわらず，

「責め・不当」のみに群間差が認められた。つまり，
被害群における心理的特徴は，不公平感の総量として
ではなく，事故責任や不当性に関わる下位尺度として
表出した可能性がある。
　外傷後の不公平感は，医療，補償，対人関係などの
受傷後経験によっても形成されうる。Scott らは，持
続性筋骨格系外傷後の不公平感を抱く対象として，雇
用者・同僚，他の運転者，保険者，医療者，家族，社
会など多様な対象を報告しており，その理由として，
受傷への寄与，疼痛評価や治療の不十分さ，疼痛表出
に対する懲罰的反応などを挙げている15）。Adams ら
の質的研究でも，就労関連筋骨格系損傷後の不公平感
の主要テーマとして，苦痛の否認・軽視，不当に被っ
た苦痛，責めが抽出されている16）。したがって，「責
め・不当」が高い患者では，事故の責任帰属に関する
認知に加えて，受傷後の医療者や周囲の人々との関わ
りの中で，苦痛が十分に理解されていると感じている
かを確認する必要があると考えられる。
　「被共感性欠如」は，被害群とその他外傷群の比較
において有意差を示さず， ３ つの下位尺度を同時投入
した回帰モデルでも NDI との有意な関連を示さな
かった。この結果は，外傷性頸部痛患者において，他
者から理解や共感を得られていないという認知が，事
故の被害性や初期の能力障害を直接反映するとは限ら
ないことを示している。Yamada らは10），日本語版
IEQ-J において「被共感性欠如」を独立した下位尺度

として報告しているが，本研究では「責め・不当」や
「重症度・不可逆性」と比較して，事故文脈および
NDI との関連は明確ではなかった。したがって，被
共感性欠如の臨床的意義については，治療過程や対人
経験を含めた今後の検討が必要である。
　「重症度・不可逆性」は，IEQ の ３ つの下位尺度を
同時に投入したモデルにおいて，NDI と最も明確な
正の関連を示した。つまり，症状を重症で回復困難な
ものとして捉える認知は，疼痛強度とは異なる側面か
ら能力障害と関連する可能性がある。Carriere らの
システマティックレビューでは，不公平感と身体機能，
疼痛による生活障害，復職などの能力障害関連アウト
カムとの関連について強いエビデンスが示されてい
る6）。本研究の結果は，これらの知見と整合する。
　ただし， ３ つの下位尺度を同時投入したモデルにお
ける追加説明率はΔR2 = 0. 057であり，その効果は過
大に解釈すべきではない。Reme らは，慢性疼痛患者
において IEQ 高値が不良な健康アウトカムと関連す
る一方，疼痛関連能力障害と疼痛強度を調整すると予
後との関連は認められなかったと報告している17）。こ
の知見は，不公平感が臨床的に意味をもつ一方で，疼
痛や能力障害と密接に重なる構成概念であることを示
している。本研究でも，NDI の説明において平均疼
痛強度の寄与は大きかった。したがって，「重症度・
不可逆性」は疼痛強度から完全に独立した主要因とい
うよりも，疼痛と能力障害の関係に重なる認知的評価
として，NDI の一部を追加的に説明したと捉えるの
が妥当である。
　日本の急性むち打ち関連障害患者を対象とした
Hayashi らの研究では，IEQ 得点が保険請求終了まで
の日数および治療受診回数と独立して関連することが
報告されている9）。この知見は，日本の外傷性頸部痛
診療において，不公平感が治療経過と関連し得る心理
社会的因子であることを示している。本研究では，治
療期間ではなく NDI を目的変数とし，IEQ 総得点に
加えて下位尺度を検討した。今回，「責め・不当」は
事故文脈と関連し，「重症度・不可逆性」は NDI と最
も明確な正の関連を示したことから，IEQ 下位尺度
を用いることで，不公平感の臨床的意味をより具体的
に把握できる可能性がある。
　Ferrari は，急性むち打ち症患者を初回， ３ ヶ月，
６ ヶ月で評価し，初期 IEQ 得点は低値であった一方，
６ ヶ月時点で未回復であった患者では IEQ 得点が高
くなっていたことを報告している18）。本研究では，症
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状持続期間 ３ ヶ月以下の者が多数を占める集団におい
て，IEQ 下位尺度のうち「責め・不当」が事故文脈
と関連し，「重症度・不可逆性」が NDI と最も明確な
正の関連を示した。したがって，外傷性頸部痛の比較
的早期の段階でも，不公平感を総得点のみで扱うので
はなく，下位尺度別に評価する意義がある可能性があ
る。
　臨床的には，IEQ 下位尺度を確認することで，外
傷性頸部痛患者の心理社会的背景をより具体的に把握
できる可能性がある。「責め・不当」が高い患者では，
疼痛強度や可動域制限の評価に加えて，事故に対する
責任帰属，説明への納得感，補償や医療過程での経験
を確認することが重要である。「重症度・不可逆性」
が高い患者では，症状を重篤で回復困難なものとして
捉える認知に注意を向ける必要がある。本研究は横断
研究であるため因果関係は判断できないが，疼痛強度
および基本属性を調整した後も「重症度・不可逆性」
が NDI と最も明確な正の関連を示したことは，症状
の見通しや回復可能性に関する認知を臨床評価に含め
る意義を示している。
　本研究の限界点として，第一に，横断研究であるこ
とが挙げられる。そのため，IEQ 下位尺度と NDI と
の因果関係を明らかにすることはできない。「重症
度・不可逆性」が能力障害を高めるのか，あるいは能
力障害が高い患者ほど症状を重症で回復困難なものと
して捉えるのかは，本研究のデザインからは判断でき
ない。第二に，事故文脈は診療録または問診情報に基
づいて分類しており，責任割合，補償状況，弁護士相
談，訴訟の有無などの詳細な社会的背景は十分に反映
できていない。Ioannou らの研究で示されているよう
に，責任帰属や弁護士相談は不公平感と関連しうるた
め，今後はこれらの変数を含めた検討が必要である14）。
第三に，その他外傷群は26名と少なく，加害，労災，
自損，転倒を一括して扱っている。そのため，各外傷
文脈に固有の心理的反応を検討するには限界がある。
第四に，IEQ 得点は全体として低値に偏っており，
床効果が群間差や回帰係数に影響した可能性がある。
第五に，本研究では痛みの破局的思考，運動恐怖，外
傷後ストレス症状を評価していない。これらの心理的
因子や下位尺度間の関連は，不公平感と能力障害の関
連に影響する可能性があるため，今後は IEQ 下位尺
度を含めた縦断的検討が必要である。
　結論として，本研究は外傷性頸部痛患者における
IEQ 下位尺度の臨床的意義について新たな情報を提

供している。本研究の結果から，「責め・不当」は被
害性のある事故文脈と関連し，「重症度・不可逆性」
は平均疼痛強度および基本属性を調整した後も NDI
と最も明確な正の関連を示した。IEQ 総得点のみでは，
事故関連の責任帰属と能力障害に関わる回復困難感を
区別することは難しい。IEQ 下位尺度を確認するこ
とは，外傷性頸部痛患者の心理社会的背景をより具体
的に把握し，臨床的意思決定を支援するために有用で
ある可能性がある。今後は，IEQ 下位尺度を用いた
縦断研究により，不公平感のどの側面が症状遷延や能
力障害の持続と関連するのかを明らかにする必要があ
る。
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健康な大学生における身体活動と終末糖化産物蓄積との関連
―生活習慣要因を調整した横断研究―

Association of Physical Activity with Advanced Glycation
End-Product Accumulation in Healthy University Students: 

A Cross-Sectional Study with Lifestyle Covariates

北川　達也1），大兼政咲月1），下出　一華1），高棹　銀侍1）

樽本　万莉1），宮竹　奏羽1），合田　明生1）

Tatsuya Kitagawa1），Satsuki Okanemasa1），Ichika Shimode1），Ginji Takasao1）

Mari Tarumoto1），Kanato Miyatake1），Akio Goda1）

要旨：身体活動と皮膚自己蛍光（SAF）で評価した終末糖化産物（AGEs）蓄積との関連
を，生活習慣を調整して検討した。対象76名（男36名，女40名，20.3±0.7歳）の SAF
由来の AGE スコアを TruAge scanner で測定した。身体活動は IPAQ 短縮版で評価し，
睡眠（PSQI）・飲酒（AUDIT）・食習慣（ ７ 項目）は標準化して １ 指標に合成した。AGE
スコアを従属変数，身体活動 ４ 指標・性別・喫煙・生活習慣指標を説明変数に重回帰分析
した。モデルは有意で（F（7,68）＝4.75，p ＜0.001，R2＝0.328），座位時間は AGE ス
コアと正の関連（β＝0.41），高強度身体活動は負の関連（β＝－0.34）を示し，性別

（β＝0.27）も有意であった。中等度身体活動，歩行，生活習慣指標は有意でなかった。
若年成人において，長時間の座位は AGEs 蓄積と正の関連，高強度身体活動は負の関連
を示す可能性が示唆された。

キーワード：終末糖化産物，身体活動，座位行動，若年成人

Abstract:　This cross-sectional study examined the association between physical activity 
(PA) and advanced glycation end-product (AGE) accumulation, assessed by skin 
autofluorescence (SAF), in healthy university students, adjusting for lifestyle covariates. 
Seventy-six students (36 men, 40 women; mean age 20.3 years) participated. SAF-derived 
AGE scores were measured with a TruAge scanner. PA was assessed with the IPAQ-
Short Form; sleep, alcohol, and dietary habits (PSQI, AUDIT, 7-item questionnaire) were 
standardized and combined into a single index. Multiple linear regression (enter method) 
modelled the AGE score against the four PA indices, sex, smoking, and the lifestyle 
index. The model was significant (F (7,68) ＝ 4.75, p ＜ 0.001, R2 ＝ 0.328), with no 
multicollinearity. Sedentary time was positively associated with the AGE score (β＝0.41, 
p ＜0.01) and vigorous-intensity PA negatively associated ( β＝－0.34, p ＜0.01); sex was 
also significant ( β ＝ 0.27, p ＜ 0.05). Moderate-intensity PA, walking, and the lifestyle 
index were not. In young adults, prolonged sedentary behaviour was positively 
associated with AGE accumulation, whereas vigorous-intensity PA was inversely 
associated. Reducing sitting time and promoting vigorous activity in early adulthood 
may be beneficial for reducing glycation-related disease risk.

Key words:　advanced glycation end products，physical activity，sedentary behavior，
young adults
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Ⅰ．背　景
　近年，大学生を含む若年成人の身体活動量の低下と
長時間座位行動の拡大が公衆衛生上の課題となってい
る。Castro ら1）のシステマティックレビュー（125件，
大学生対象）では，大学生の座位時間は自己申告で平
均7.3時間/日，加速度計計測では9.8時間/日に達する
ことが報告されており，この傾向は近年さらに拡大し
ている。身体活動はエネルギー代謝，インスリン感受
性，血糖コントロール，酸化ストレスの調整に広く関
与しており2），若年期における活動習慣の形成が将来
の心血管疾患リスクを規定するという長期追跡研
究3，4）も蓄積されている。したがって，若年成人にお
ける身体活動と健康指標との関連を検討することは，
将来的な生活習慣病予防を考えるうえで重要な意義を
もつ。
　終末糖化産物（advanced glycation end-products：
AGEs）は，体内でのメイラード反応による糖とタン
パク質の非酵素的糖化によって生成され，酸化ストレ
スや慢性炎症と双方向的に関連する5）。AGEs の蓄積
は糖尿病，動脈硬化，心血管疾患のリスク上昇と関連
することが大規模コホートおよびメタ分析6，7）によっ
て 示 さ れ て お り， と り わ け 皮 膚 自 己 蛍 光（skin 
autofluorescence：SAF）で評価した組織 AGEs 蓄積
量は，心血管死亡リスク（HR≒2.06），全死亡リスク

（HR≒1.91）の独立した予測因子となる7）。一方，身
体活動と AGEs 蓄積の関連については，大規模コホー
トを含む複数の横断研究8，9）や，最新のシステマティッ
クレビュー10）において，身体活動量が多いほど SAF
値が低い傾向が確認されている。しかしながら，この
関連は主に中高年・高齢者集団で検討されており，若
年成人を対象とした知見は乏しい。
　若年期は将来の心血管疾患リスクを決定する重要な
時期であり3），リスク因子が少ない状態を若年期に維
持することは，生涯にわたる疾患予防の基盤となる4）。
AGEs は主に皮膚コラーゲン（半減期約15年）などの
長寿命タンパク質に蓄積する11）ため，若年期からの
糖化ストレスの低減が，将来における不可逆的な
AGEs 蓄積を防ぐうえで極めて重要と考えられる。
SAF は AGEs の蛍光特性を利用した非侵襲的・簡便
な評価法であり12，13），再現性が高く，組織横断的な
AGE 蓄積の代理指標としての妥当性も確認されてい
る14）。
　AGEs の蓄積は身体活動のみならず，睡眠15），食習
慣16），飲酒17）などの複数の生活習慣要因とも関連す

ることが報告されている。これらを調整せずに身体活
動と AGEs の関連を検討した場合，交絡の影響を排
除できない。しかし，若年成人において生活習慣要因
を同時に調整したうえで身体活動と AGEs 蓄積の関
連を検討した研究は，著者らの知る限り存在しない。
　そこで本研究では，健康な大学生を対象に，身体活
動（高強度活動，中等度活動，歩行，座位時間）と
SAF 由来 AGE スコアとの関連を，生活習慣（睡眠，
飲酒，食習慣）および性別・喫煙を調整したうえで明
らかにすることを目的とした。

Ⅱ．対象と方法
１．対　象

　対象は健康な大学生とした。取り込み基準は，
AGEs 蓄積や精神状態に強く影響する既往を有さず，
研究の趣旨を理解し文書によるインフォームド・コン
セントが得られた者とした。除外基準は，糖尿病など
の代謝性疾患または重大な精神疾患の診断歴を有する
者，測定部位（前腕内側）に傷・炎症・色素沈着があ
る者，妊娠中または授乳中の女性，抗うつ薬やステロ
イドなど糖化代謝に影響しうる薬剤を常用している者
とした。参加者の募集は学内アナウンスにより行った。
アンケートに回答した95名のうち，AGE 測定を実施
できなかった18名，および解析変数に欠損のあった １
名を除外し，計76名（男性36名，女性40名，20.3±
0.7歳）を最終解析対象とした。
　本研究はヘルシンキ宣言の精神に則り，すべての参
加者に対して研究目的・方法・予測される負担・個人
情報の取り扱い・参加の任意性について口頭および文
書で十分な説明を行い，文書による同意を得た。本研
究は北陸大学倫理審査委員会の承認（承認番号：
2025-40）を受けて実施した。

２．測定項目
　本研究では，AGEs 蓄積量に加えて，身体活動量の
評 価 と し て International Physical Activity 
Questionnaire（IPAQ）短縮版，睡眠の質の評価とし
て Pittsburgh Sleep Quality Index（PSQI），飲酒状況
の 評 価 と し て Alcohol Use Disorders Identification 
Test（AUDIT），および食習慣に関するアンケート
を行った。また基本情報として，性別（男性/女性），
年齢，喫煙状況（喫煙者/非喫煙者）を聴取した。各
質問紙への回答および基本情報は Google フォームを
用いて収集した。
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１ ）AGEs 蓄積量（SAF）
　AGEs 蓄積の評価には TruAge scanner（Morinda 
Inc., American Fork, UT, USA）を用いた。本機器は，
医 療 機 器 と し て 認 証 さ れ た AGE Reader Mu

（DiagnOptics Technologies, Groningen, Netherlands）
のコンシューマー向け機種であり，両機器の測定値は
健常成人83名を対象とした検討において高い一致（R2

＝0.95，自験データ・未公表）を示すことが確認され
ている。SAF は組織 AGEs 蓄積の確立された代理指
標であり15），利き手側の前腕内側で測定した。本法は
発光ダイオードによる紫外光（300～420nm）で皮膚
を励起し，生じた自己蛍光（420～600nm）と反射紫
外光を検出して，蛍光強度と反射光強度の比として
SAF を算出する12）。SAF は非蛍光性 AGEs を含む皮
膚 AGEs 量と正の相関を示し13），TruAge scanner は
良好な再現性・信頼性が報告されている14）。なお本機
器はメーカー独自のスケールで AGE スコアを出力し，
その値は AGE Reader の任意単位（AU）の約100倍
に相当するため，本研究の測定値は TruAge スケー
ルで表記した。測定は室温・照明条件を一定に保った
室内で，単一の測定者が全対象者に対し同一の時間帯
に実施し，各対象者について ２ 回測定した値の平均を
解析に用いた。
２ ）IPAQ 短縮版
　身体活動量の評価には IPAQ18，19）短縮版を用いた。
IPAQ は過去 ７ 日間の身体活動の頻度・持続時間を問
う質問紙であり，「高強度身体活動」「中等度身体活
動」「歩行」「座位時間」の ４ 指標（高強度・中等度・
歩行は METs・分/週，座位時間は時間/日）を算出
した。スコアが高いほど当該活動が活発であること

（座位時間は高いほど不活動）を示す。本短縮版は
test-retest 信頼性（rho≒0.74～0.80）が確認されて
いる一方，加速度計との基準関連妥当性は中程度（rho
≒0.30～0.45）にとどまり，身体活動量を過大評価す
る傾向があることが体系的に報告されている20，21）。本
研究では特に中等度活動・歩行の妥当性が低いことを
念頭に置き，結果の解釈を行った。
３ ）睡眠の質（PSQI）
　睡眠の質の評価には PSQI22，23，24）を用いた。PSQI
は過去 １ か月間の睡眠状態を18項目・ ７ 成分（合計 ０
～21点）で評価する質問紙であり，高得点ほど睡眠の
質が低いことを示す。感度94％・特異度76％の良好な
スクリーニング性能が確認されているが25），主観的評
価指標と加速度計による客観的指標の一致は中程度で

あることが報告されている26）。
４ ）飲酒（AUDIT）
　飲酒状況の評価には AUDIT27）を用いた。AUDIT
は WHO が開発した飲酒問題早期発見のためのスク
リーニング尺度（10項目，合計 ０ ～40点）であり，高
得点ほど問題飲酒リスクが高いことを示す。自己記入
式のため，社会的望ましさバイアスによる過少申告が
生じうることが報告されている28）。
５ ）食習慣アンケート
　食習慣の評価には，先行研究15）で用いられた ７ 項
目アンケート（ ５ 段階評価，合計 ７ ～35点）を用いた。
野菜摂取，朝食習慣，甘味品の過剰摂取などを含む日
常の食習慣を評価し，高得点ほど健康的な食習慣を示
す。

３．統計解析
　統 計 解 析 に は Python（version 3.11） お よ び
statsmodels，pandas，seaborn を用いた。各測定項
目の記述統計量を算出し，変数間の関係を把握するた
め相関行列（Pearson の積率相関係数）を作成した。
説明変数間の多重共線性は分散拡大係数（variance 
inflation factor：VIF）で確認した。説明変数の過剰
投入を避けるため，生活習慣要因（食習慣，睡眠

〔PSQI〕，飲酒〔AUDIT〕）を １ 指標に集約した。複
数の生活習慣を単一の合成指標として調整に用いる手
法は先行研究で確立されている29）。本研究では各項目
を標準化し，健康的方向に符号を揃えて合算した健康
的生活習慣指標（healthy lifestyle index：HLI）を用
いた〔HLI ＝ z（食習慣）－z（PSQI）－z（AUDIT），高
値ほど健康的〕。本合成はアウトカムを用いずに構成
し，交絡調整のための要約変数として用いた。年齢は
本標本での分散が小さいため（20.3±0.7歳）主解析
の説明変数から除外し，年齢を投入した感度分析でも
結論は不変であった。次に，SAF 由来 AGE スコアを
従属変数，身体活動 ４ 指標（高強度，中等度，歩行，
座位時間），性別，喫煙，および HLI を説明変数とし
た重回帰分析（強制投入法）を実施した。モデルの適
合度は決定係数（R2）および自由度調整済み R2で評
価し，各変数の相対的影響は標準化偏回帰係数（β）
で比較した。有意水準は ５ ％とした。

Ⅲ．結果
　解析対象は76名であった。各指標の記述統計量およ
び多重共線性の確認結果を表 １ に示す。回帰モデルに
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投入した各説明変数の VIF はすべて10未満であり，
問題となる多重共線性は認められなかった。
　主要変数間の相関を表 ２ に示す。SAF 由来 AGE ス
コアは座位時間と正の相関（r＝0.35），高強度身体活
動と負の相関（r＝－0.32）を示した。
　重回帰分析の結果を表 ３ に示す。モデル全体は有意
であり（F（7,68）＝4.75，p＜0.001），R2＝0.328，自
由度調整済み R2＝0.259であった。SAF 由来 AGE ス
コアに対して，座位時間が有意な正の関連（β＝0.41，
95％ CI：0.183～0.632，p＜0.01），高強度身体活動
が有意な負の関連（β＝－0.34，95％ CI：－0.558～
－0.131，p＜0.01）を示した。また性別も有意な関

連を示した（β＝0.27，95％ CI：0.039～0.502，p＜
0.05）。中等度身体活動（β＝0.23，p ＝0.065），歩
行（β＝－0.01，p＝0.927），HLI（β＝－0.19，p＝
0.098），喫煙（β＝0.17，p＝0.152）については，
統計的に有意な関連は認められなかった。

Ⅳ．考　察
　本研究の目的は，健康な大学生において身体活動と
AGEs 蓄積（SAF 由来 AGE スコア）との関連を，生
活習慣要因を調整したうえで明らかにすることであっ
た。重回帰分析の結果，座位時間が有意な正の関連

（β＝0.41），高強度身体活動が有意な負の関連（β＝

表 １　各指標の記述統計量および分散拡大係数（n=76）

指標 平均値 標準偏差 VIF
基本情報 年齢（歳）※ 20.26 0.7 －

性別（男性/女性） 36名/40名 47％/53％ 1.366
喫煙（喫煙者/非喫煙者） ７ 名/69名 ９ ％/91％ 1.371

AGE スコア（AU） 121.62 18.58 －
IPAQ 短縮版 座位時間（時間/日） 7.64 4.49 1.28

高強度身体活動（METs・分/週） 750.53 1753.64 1.162
中等度身体活動（METs・分/週） 192.89 500.94 1.582
歩行（METs・分/週） 471.34 633.3 1.176

HLI ０ 1.87 1.247
HLI 算出に使用した指標 睡眠スコア（PSQI 点）※ 5.43 1.99 －

飲酒スコア（AUDIT 点）※ 3.92 3.92 －
食習慣スコア（点）※ 22.13 3.15 －

各指標の平均値，標準偏差を示す。性別，喫煙については該当者の人数（名），割合（％）を示す。
HLI は各生活習慣スコアを標準化して算出し〔z（食習慣）－z（PSQI）－z（AUDIT）〕，高値ほど健康的な生活習慣であ
ることを示す。
※印の変数のうち，年齢は本標本での分散が小さいため，睡眠（PSQI）・飲酒（AUDIT）・食習慣は HLI に集約した
ため，いずれも重回帰モデルには個別に投入せず参考値として示した。
AGE: advanced glycation end-products, AU：arbitrary unit, AUDIT: Alcohol Use Disorders Identification Test, 
HLI: healthy lifestyle index, IPAQ: International Physical Activity Questionnaire, METs: metabolic equivalents, 
PSQI: Pittsburgh Sleep Quality Index, VIF: variance inflation factor.

表 2　主要変数間の相関行列（n ＝76）

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７
１ 　AGE スコア － 　 　 　 　 　 　
２ 　IPAQ 短縮版 _ 座位時間 .35（.002） － 　 　 　 　 　

３ 　IPAQ 短縮版 _ 高強度身体活動 -.32（.005） -.01（.917） － 　 　 　 　

４ 　IPAQ 短縮版 _ 中等度身体活動 -.11（.340） -.29（.010） .35（.002） － 　 　 　

５ 　IPAQ 短縮版 _ 歩行 -.03（.810） -.06（.605） .09（.453） .37（.001） － 　 　

６ 　HLI -.11（.328） .20（.084） .05（.664） .03（.772） .09（.430） － 　

７ 　性別 .27（.020） .35（.002） -.10（.392） -.32（.005） -.10（.410） .26（.023） －
８ 　喫煙 .05（.662） -.29（.011） -.07（.522） -.05（.689） -.05（.682）-.41（＜.001） -.34（.003）

各セルは Pearson の相関係数 r（p 値）を示す。
AGE: advanced glycation end-products, HLI: healthy lifestyle index, IPAQ: International Physical Activity Questionnaire.
性別（ １ ＝男性， ２ ＝女性）および喫煙（ ０ ＝非喫煙者， １ ＝喫煙者）は二値変数であり，相関係数は点双列相関係数に一致する。
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－0.34），性別が有意な関連を示した一方，中等度身
体活動，歩行，および HLI については統計的に有意
な関連は認められなかった。
　座位時間が長いほど AGE スコアが高いという結果
は，長時間の座位行動が糖・脂質代謝に影響すること
を報告した先行研究8）の知見と整合する。本研究では
糖・脂質代謝や酸化ストレスなどの機序を直接測定し
ていないが，先行研究を踏まえると以下の生物学的機
序が想定される。長時間の座位は骨格筋，とりわけ下
肢の大筋群のリポタンパクリパーゼ（LPL）活性を著
しく抑制し30），血中グルコースの筋肉への取り込みや
脂質代謝が低下することで，AGEs の前駆物質となる
過剰な血糖・脂質が体内に蓄積されやすくなる。大学
生においては，講義・スマートフォン・PC の使用に
より意識せずに座位時間が延長する傾向があり，本研
究の結果は，他の時間帯に運動を行っていたとしても，
日中の累積的な座位行動が AGEs 蓄積と関連する可
能性を示唆している。
　高強度身体活動のみが AGE スコアと有意な負の関
連を示したことは，身体活動強度の重要性を示す先行
知見と整合する。高強度の身体活動はインスリン感受
性を改善し，食後高血糖を効果的に抑制する31）。
AGEs は血中の過剰な糖タンパク質の非酵素的糖化に
よって生成されるため5），高強度運動による血糖管理
の改善が新規 AGEs 生成を直接的に抑制した可能性
がある。また，継続的な高強度運動は Nrf2（nuclear 
factor erythroid 2-related factor 2）を介した抗酸化
酵素（superoxide dismutase〔SOD〕やカタラーゼ等）
の発現を増強し32，33），AGEs 生成の主要経路であるカ
ルボニルストレスを低減させる34）。一過性の高強度運
動は一時的に酸化ストレスを高めるが33），継続的な習
慣としては体内の抗酸化ネットワークを強化し，

AGEs の蓄積抑制に寄与すると考えられる。さらに，
Martínez-García ら 10） の 最 新 シ ス テ マ テ ィ ッ ク レ
ビュー（17研究）でも，身体活動と低い SAF 値の関
連を報告した研究が全体の58.8％を占め，逆方向の結
果を報告した研究は皆無であった。中等度活動や歩行
が有意でなかった点については，大規模コホートでは
中等度以上の活動時間が多いほど SAF 値が低いこと
が報告されており8），本研究のサンプルサイズの限界
や，後述の IPAQ 短縮版における中等度活動・歩行
の妥当性の低さが影響した可能性がある。
　性別が有意な関連を示した点については，SAF で
評価した AGEs 蓄積に性差が存在することが報告35）

されており，これが一因と考えられる。しかし，本研
究では性別を交絡調整の一環として投入したものであ
り，性差の機序的検討は今後の課題である。また，
HLI が有意でなかった理由としては，以下の点が考え
られる。第一に，AGEs は主に皮膚コラーゲン（半減
期約15年）などの長寿命タンパク質に蓄積するため11），
大学生という年齢層では生活習慣の乱れによる AGE
スコアの変化がまだ検出可能なレベルに達していな
かった可能性がある。第二に，PSQI・AUDIT・食習
慣アンケートはいずれも自己記入式尺度であり，
PSQI では主観的評価と客観的指標との乖離 26），
AUDIT では社会的望ましさバイアスによる過少申
告28）が報告されていることから，実際の生活習慣を
十分に反映できていなかった可能性がある。
　本研究には以下の限界がある。第一に，横断的研究
設計であるため，身体活動と AGEs 蓄積の因果関係
を確定することはできない。座位時間の短縮や高強度
活動の増加が SAF 値を実際に低下させるかどうかは，
縦断的介入研究によって検証する必要がある。第二に，
サンプルサイズが76名と比較的小さく，特定の大学の

表 3　AGE スコアを従属変数とした重回帰分析結果（強制投入法，n＝76）

説明変数 β 標準誤差 ｔ値 ｐ値 95％ CI
IPAQ 短縮版 座位時間   0.41 0.112   3.625 0.001   0.183 － 0.632

高強度身体活動 -0.34 0.107 -3.215 0.002  -0.558 － -0.131
中等度身体活動   0.23 0.125   1.879 0.065 -0.015 － 0.484
歩行 -0.01 0.108 -0.092 0.927 -0.225 － 0.205

HLI -0.19 0.111 -1.675 0.098 -0.407 － 0.036
性別   0.27 0.116   2.328 0.023   0.039 － 0.502
喫煙   0.17 0.116   1.450 0.152 -0.063 － 0.401

モデル全体：F（7,68）＝4.75，p＜0.001，R2＝0.328，自由度調整済み R2＝0.259。
AGE: advanced glycation end-products, HLI: healthy lifestyle index, IPAQ: International Physical Activity 
Questionnaire, CI: confidence interval.
β：標準化偏回帰係数，R2：決定係数。
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学生に限られているため，結果の一般化には慎重を期
す必要がある。第三に，IPAQ 短縮版は加速度計との
基準関連妥当性が中程度（rho≒0.30～0.45）であり，
身体活動量を過大評価する傾向があることから20），今
後は加速度計による客観的計測の導入が望まれる。第
四 に，AGE 測 定 に 用 い た TruAge scanner は コ ン
シューマー向け機器であり，医療用 AGE Reader Mu
との高い一致は確認されているものの，独立した妥当
性検証や大規模臨床研究での知見の蓄積は同機ほど多
くない。加えて SAF 値は皮膚メラニン量の影響を受
けうるが36），本研究では皮膚色を定量していない。今
後は検証の進んだ機器や客観的計測との併用が望まれ
る。第五に，IPAQ 短縮版が評価するのは過去 ７ 日間
の身体活動であるのに対し，SAF が反映する AGEs
は長期にわたって蓄積した組織 AGEs であり，両者
の時間軸は必ずしも一致しない。したがって本研究で
観察された関連は，短期間の身体活動がただちに
AGEs 蓄積を変化させることを示すものではなく，習
慣的・長期的な活動パターンの代理指標としての解釈
にとどまる点に留意が必要である。第六に，体格や体
脂肪量は AGEs 蓄積および身体活動の双方に関連し
うる交絡要因であるが，本研究では身長・体重を測定
しておらず，BMI 等の体格指標を調整できていない。
今後は体組成の測定・調整を含めた検討が必要である。

Ⅴ．まとめ
　本研究により，若年成人において長時間の座位行動
は AGEs 蓄積と正の関連を，高強度身体活動は負の
関連を示す可能性が示唆された。若年期からの生活習
慣病予防という観点から，「座りっぱなしの時間を減
らすこと」および「心拍数が十分に上昇する高強度の
運動を日常的に取り入れること」の重要性が示唆され
た。今後は，介入研究による SAF 値への効果の検証
と，より大規模・多施設での縦断的検討が求められる。
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日本ヘルスプロモーション理学療法学会 第16回学術集会のご案内

１ ．開催要項
テーマ：スポーツが拓くヘルスプロモーション
日　時：2026年11月 １ 日（日）　 ９ ：00～受付（ ９ ：30開会）
会　場：畿央大学　Ｋ棟 KB04講義室
　　　　（〒635-0832　奈良県北葛城郡広陵町馬見中 ４ - ２ - ２ ）
大会長：福本　貴彦（畿央大学　健康科学部　理学療法学科　教授）
参加費：3，000円（大学院生は1，000円、学生は無料）
参加申込：2026年10月15日締切
　＊事務局より送付された URL から、必ず事前に参加申込を行ってください。
大会事務局：畿央大学　健康科学部　理学療法学科　松本大輔
　　　　　　TEL：0745-54-1601　E-mail：d.matsumoto＊kio.ac.jp（＊は＠へ）

会場案内
奈良県北葛城郡広陵町馬見中 ４ - ２ - ２ 畿央大学 KB04講義室
＊駐車場の準備がございませんので，公共交通機関でお越しください。
＊近隣の施設への駐車はご遠慮ください。
＊昼食は RB ラウンジ（食堂なごみ地下スペース）をご利用ください。

　アクセスマップ

学会ニュース
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　アクセス方法
　公共交通機関をご利用の方

　近鉄五位堂駅から大学までの経路

48



　会場案内
正門からすぐ右の建物（Ｋ棟）に 
お入りください。

２ ．大会プログラム
開会挨拶 　 ９ ：30～ ９ ：35

　福本貴彦（日本ヘルスプロモーション理学療法学会　第16回学術集会大会長）

教育講演 　 ９ ：35～11：05
　「運動器ヘルスプロモーションにおける DX・AI の活用」
　演者：青山朋樹（京都大学大学院医学研究科　人間健康科学系専攻　教授）
　実演：安藤祐介（事業サポート　てきぱき　代表）
　座長：福本貴彦（畿央大学　健康科学部　理学療法学科　教授）

一般演題 　第 １ セッション　11：10～12：00（発表 ７ 分・質疑応答 ５ 分）
　座長：徳田光紀（平成記念病院　リハビリテーション課 主任）
１ ．高校男子バスケットボール選手における体重比大腿前面筋厚の評価意義
　　―ポジション特性と膝関連傷害既往に着目して―
　山下　裕（和歌山リハビリテーション専門職大学），
　濵地　望，原田伸哉，小西裕之，松本典久（令和健康科学大学），下田武良（国際医療福祉大学），
　古後晴基（令和健康科学大学）

２ ．高校生のメンタルヘルスにおけるスポーツの効果について
　村田　潤（長崎大学），萩田憲星，久田結月（長崎県立波佐見高校）

３ ．幼児における足趾握力と運動能力の関連
　石橋結良（畿央大学理学療法学科），加納希和子（大阪行岡医療大学），福本貴彦（畿央大学）
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４ ．障がいの有無と世代を超えた車いすダンス舞台作品の共創
　　―参加者・観客アンケートによる実践報告―
　室井明日香（車いすダンスユニット Flavary）

総会 　12：05～13：00　KB04講義室 / 昼食 　RB ラウンジ（食堂なごみ地下スペース）

大会長講演 　13：10～14：10
　「スポーツが拓くヘルスプロモーション」
　演者：福本貴彦（畿央大学　健康科学部　理学療法学科　教授）
　実践紹介：加納希和子（大阪行岡医療大学　医療学部　理学療法学科　講師）
　座長：福本貴彦（畿央大学　健康科学部　理学療法学科　教授）

一般演題 　第 ２ セッション　14：15～15：15（発表 ７ 分・質疑応答 ５ 分）
　座長：粕渕賢志（大阪人間科学大学　保健医療学部 理学療法学科　准教授）

５ ．屋外暑熱環境が若年健常者の10m 歩行速度および温熱知覚に及ぼす影響
　芦田大介（朝日医療大学校），西尾久英，大庭潤平，柿花宏信（神戸学院大学），
　井奈波良一（岐阜大学大学院），岩井信彦（神戸学院大学）

６ ．歩数に着目した新たな体力テスト“ ６ m 歩数テスト”の再現性および妥当性の検討
　菊地雄貴（森ノ宮医療大学），
　鍵　菜月，野上佳吾，福田悠翔，堀江　淳，白岩加代子，山﨑岳志，村田　伸（京都橘大学）

７ ．若年成人におけるロコモティブシンドロームと過去の運動習慣の関連
　大杉紘徳，栗原　靖，安齋紗保理，深谷泰山，丸山あかね，二宮彩子（城西国際大学）

８ ．地域在住の男性高齢者における骨量低下とヘルスリテラシーの関連
　葛迫　剛（京都橘大学），菊地雄貴（森ノ宮医療大学），中野英樹（京都橘大学），
　合田明生（北陸大学），森　耕平（関西福祉科学大学），白岩加代子，堀江　淳，
　村田　伸（京都橘大学）

９ ．地域在住高齢者におけるフレイル状態の変動と新規要介護認定発生の関連： ４ 年間の追跡調査
　安齋紗保理，大杉紘徳（城西国際大学），柴　喜崇（福島県立医科大学）

優秀演題表彰式・閉会式 　15：20～15：30
　優秀演題表彰式
　第17回大会　次期大会長挨拶
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「運動器ヘルスプロモーションにおける DX・AI の活用」
【講演者】　青山朋樹 先生（京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻　教授）
【要　旨】
運動器リハビリテーションの目的は、異常運動を抑制し生理的機能を再獲得することである。従来、ア
セスメントは問診、視診、触診、動作分析、画像評価などの多角的な所見に基づき行われてきた。現在
は各項目の DX 技術による単独精度は発展途上であるが、AI は複数の非定型データを統合・判別する
ことに長けており、今後は新しいアセスメント支援モデルが登場する可能性がある。VR 技術やウェア
ラブル TENS 等の介入は、運動療法のコンプライアンスを向上し、持続的なリコンディショニングを
可能にする。DX・AI 技術の浸透は、病院で行われるリハビリテーションを完全に代替するものではな
い。しかしながら治療前、あるいは治療後の継続的なヘルスプロモーションにおいてはその効果を発揮
し、臨床リハビリテーションと接続することで、切れ目のない新たな「ヘルスプロモーションバリュー
チェーン」の創出が可能となる。
【実　演】　安藤祐介 先生（事業サポート　てきぱき　代表）

一般演題　第１セッション

高校男子バスケットボール選手における体重比大腿前面筋厚の評価意義
―ポジション特性と膝関連傷害既往に着目して―

山下　裕（和歌山リハビリテーション専門職大学），
濵地　望，原田伸哉，小西裕之，松本典久（令和健康科学大学），下田武良（国際医療福祉大学），

古後晴基（令和健康科学大学）

　高校バスケットボールではポジションにより要求される身体機能が異なる。本研究は，高校男子選手
における体組成，体重比大腿前面筋厚，敏捷性および膝関連傷害既往の関係を，ポジション特性を踏ま
えて検討した。男子選手92名を対象に，身長，体重，骨格筋指数（SMI），大腿直筋・中間広筋厚，反
復横とび，垂直跳び，練習量，傷害既往を調査した。左右平均筋厚和を体重で除した値を体重比大腿前
面筋厚とし，ガード，フォワード，センター別および膝関連傷害既往の有無で比較した。体重比筋厚は
ガード群0.67，フォワード群0.57，センター群0.52で，ガード群は非ガード群より高く（p<0．001），
反復横とびも高かった（64.5対60.4回，p=0.004）。膝関連傷害既往あり群は SMI が高い一方（8.52対
8.20），体重比筋厚は低く（0.58対0.64，p=0.013），垂直跳びも低い傾向を示した。ポジション特性と
膝関連傷害既往を踏まえた身体機能評価では，全身筋量だけでなく，体重に対する大腿前面筋厚と敏捷
性を組み合わせて把握する必要性が示唆された。

教育講演
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高校生のメンタルヘルスにおけるスポーツの効果について
村田　潤（長崎大学），萩田憲星，久田結月（長崎県立波佐見高校）

　高校生のメンタルヘルスに対する日頃のスポーツ競技への関わりがどのような効果を示すのかを確か
めるために，長崎県のＡ高校 １ 年生から ３ 年生までの生徒197名を対象として精神健康度（K10）およ
び自己効力感に関するアンケート調査を実施した．さらに，調査結果を運動部所属群（97名）と非運動
部所属群（100名）に分類し， ２ 群間のデータの違いをマンホイットニーＵ検定によって比較したとこ
ろ，K10のスコアは運動部所属群で低い傾向があった（p=0.09）．一方で，自己効力感は運動部所属群
で高い値を示した（p<0.05）．また，運動部の種目別で比較すると，練習量の多い運動部のスコアが好
成績を示していた．これらの結果は，運動部に所属してスポーツに関わることが高校生の心理機能に対
してネガティブな思考を抑制し，ポジティブな思考を強化する可能性を示唆する．

幼児における足趾握力と運動能力の関連
石橋結良（畿央大学理学療法学科），加納希和子（大阪行岡医療大学），福本貴彦（畿央大学）

目的：幼児における足部形状・足部機能と運動能力との関連を検討した。
方法：幼稚園児160名（ ４ ～ ６ 歳）を対象に、Footlook によるＨライン判定、足趾握力、25m 走、立ち
幅跳び、両足連続跳び越し、ボール投げ、体支持持続時間、捕球を測定した。扁平足群と非扁平足群を
比較し、足趾握力と運動能力の関連を相関分析および年齢・性別・体重を調整した重回帰分析で検討し
た。
結果：扁平足群は ６ 名であり、群間差は認めなかった。足趾握力は、調整後も立ち幅跳び、両足連続跳
び越し、ボール投げ、体支持持続時間、捕球と有意に関連した。
結論：幼児の運動能力には足部形状より足趾握力が関連する可能性が示された。
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障がいの有無と世代を超えた車いすダンス舞台作品の共創
―参加者・観客アンケートによる実践報告―

室井明日香（車いすダンスユニット Flavary）

【はじめに】共生社会の実現に向け障がいのある人の文化活動への参加が推進されている。車いすユー
ザーと健常者による車いすダンス舞台作品の共創が参加者と観客にどう受け止められたかを探索的に検
討した。
【活動内容】2025年 ９ 月、10～70代の18名（車いすユーザー ８ 名、大半はダンス未経験）が約 ３ か月・
月 ２ 回の練習を経て群舞作品を創作・上演した。支援する / される役割を固定せず、身体特性を活かし
合う構成とした。公演後の無記名アンケート（複数選択式と自由記述）に出演者12名・スタッフ（保護
者） １ 名・観客34名が回答した。
【結果】出演者・スタッフ13名全員が「チームで創る達成感」を選択し、12名が継続を望んだ。自由記
述では ８ 名が「違いがあるからこそ生まれる調和」など障がいの有無を隔てない関係に触れた。観客で
は「共に創る美しさ」を25名、「考え方が変わった」を ９ 名が選択した。
【まとめ】本活動の回答者には達成感や対等な関係性、認識の変化がみられた。ただし、観客回答者に
出演者の関係者が多く、事前評価・比較対象がないことから、変化の断定はできない。今後は参加前後
の評価を加え、共創の意義をさらに検討したい。

大会長講演

「スポーツが拓くヘルスプロモーション」
【講演者】　福本貴彦 先生（畿央大学　健康科学部　理学療法学科　教授）
【要　旨】
　スポーツは、身体機能の維持・向上に加え、楽しさや達成感、人とのつながりを通じて、主体的な健
康づくりを後押しする可能性を持つ。本講演では、「スポーツが拓くヘルスプロモーション」をテーマ
に、ライフステージに応じたスポーツへの参加と理学療法士の役割を考える。小児期では、新体力テス
トを通じた体力・運動能力の把握と、運動への関心や意欲を育む支援について述べる。青年期では、障
がいの有無にかかわらず心身の状態に応じてルールや用具、環境を調整するアダプテッドスポーツに触
れ、多様な身体特性を持つ人々の挑戦や交流、社会参加を支える視点を提示する。高齢期では、高齢者
向けのアダプテッドスポーツを取り上げ、安全に楽しみながら継続できる活動のあり方を検討する。さ
らに、加納希和子氏による実践紹介を交え、参加を促す工夫や継続に向けた支援、現場の課題を共有す
る。これらを通じて、身体的・心理的・社会的な側面からスポーツの意義を捉え、年齢や障がいの有無
にかかわらず、誰もが生涯にわたりスポーツに親しめる地域づくりと、ヘルスプロモーションにおける
理学療法の可能性を展望する。
【実践紹介】　加納希和子 先生（大阪行岡医療大学　医療学部　理学療法学科　講師）
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屋外暑熱環境が若年健常者の10m 歩行速度および温熱知覚に及ぼす影響
芦田大介（朝日医療大学校），

西尾久英，大庭潤平，柿花宏信（神戸学院大学），
井奈波良一（岐阜大学大学院），岩井信彦（神戸学院大学）

　屋外暑熱環境が若年健常者の10m 歩行と温熱知覚に及ぼす影響を検討した。対象は ８ 名（20.6±1.4
歳，男性 ６ 名）とした。屋内（WBGT19.4℃）と屋外（WBGT28.8℃）で通常・最大10m 歩行を各 ２
回実施し，主要評価項目を通常歩行速度とし，歩行時間，歩数，ケイデンス，鼓膜温，TSV および温
熱的不快感を副次評価項目として比較した。実施順は入れ替えた。連続変数には対応のある t 検定，主
観尺度には Wilcoxon 符号付順位検定を用いた。通常歩行速度は屋内1.32±0.23m/s，屋外1.50±
0.23m/s で，屋外で有意に上昇した（p=0.014）。通常歩行時間と歩数も有意に減少した（p=0.025，
p=0.015）が，ケイデンスに有意差はなかった。屋外では TSV および熱的不快感が有意に上昇し（と
もに p=0.008），最大歩行後までの鼓膜温変化量も有意に増大した（p=0.024）。以上より，屋外暑熱環
境では温熱負担が増大する一方，若年健常者の通常歩行速度は歩数減少を伴って上昇する可能性が示唆
された。本研究は所属機関の倫理審査委員会の承認を得て実施し，対象者から書面による同意を得た。

歩数に着目した新たな体力テスト“ ６ m 歩数テスト”の再現性および妥当性の検討
菊地雄貴（森ノ宮医療大学），

鍵　菜月，野上佳吾，福田悠翔，堀江　淳，白岩加代子，山﨑岳志，村田　伸（京都橘大学）

　本研究では、歩数に着目した新たな体力テストである“ ６ m 歩数テスト”の再現性および妥当性を
検証した。対象は、2025年に開催された健康調査に参加した220名（男性：59名、女性：161名）の地域
在住高齢者とした。 ６ m 歩数テストの再現性を検証するため、同一検者が同一被検者に対して ６ m 歩
数テストの測定を ２ 回実施し、信頼性分析により男女別に級内相関係数（ICC）を算出した。また、妥
当性を検証するため、 ６ m 歩数テストの測定値について、女性で ６ 歩、男性で ５ 歩を探索的にカット
オフ値として設定した。カットオフ値に基づいて ２ 群に分類し、男女別に身体機能を比較した。信頼性
分析の結果、ICC（1,1）は、女性で0.911、男性で0.869であり、いずれも高い検者内信頼性を示した。
２ 群比較の結果、カットオフ値を上回った群では、男女ともにすべての身体機能が有意に不良であった。
さらに、年齢と身長で調整した共分散分析でも、これらの有意差は維持され、構成概念妥当性が示され
た。本研究により、 ６ m 歩数テストは高い再現性を有し、地域在住高齢者の身体機能を把握するため
の簡便な体力テストとして有用である可能性が示唆された。

一般演題　第 ２ セッション
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若年成人におけるロコモティブシンドロームと過去の運動習慣の関連
大杉紘徳，栗原　靖，安齋紗保理，深谷泰山，丸山あかね，二宮彩子（城西国際大学）

　身体機能は20～30歳頃にピークを迎えるが、大学生でもロコモティブシンドローム（LS）の存在が
報告されている。本研究は、若年成人の LS 有病率を調査するとともに、LS と最も関連する過去の運
動習慣の時期を明らかにすることを目的とした。対象は大学生198名（男性99名、平均年齢20.5±1.3
歳）とし、立ち上がりテスト、 ２ ステップテスト、ロコモ25により LS を判定した。さらに体組成、握
力、閉眼片足立ち時間、 ５ m 歩行速度を測定し、小・中・高校時代の運動習慣を後ろ向き調査した。
結果、24名（12.1％）が LS に該当した。LS 群と非 LS 群の間で体組成や身体機能に有意差は認められ
なかった。一方、高校時代の定期的な運動習慣は LS 非該当と有意に関連したが、小学校および中学校
時代の運動習慣との関連は認められなかった。ロジスティック回帰分析でも、高校時代の運動経験のみ
が LS と独立して関連する要因として抽出された。以上より、大学生においても LS は存在し、その予
防には青年期後期における継続的な運動習慣が重要であることが示唆された。現在の身体機能よりも高
校期の運動歴が LS に強く関与する可能性が示された。

地域在住の男性高齢者における骨量低下とヘルスリテラシーの関連
葛迫　剛（京都橘大学），菊地雄貴（森ノ宮医療大学），中野英樹（京都橘大学），

合田明生（北陸大学），森　耕平（関西福祉科学大学），白岩加代子，堀江　淳，村田　伸（京都橘大学）

　本研究は，地域在住男性高齢者を対象に，身体・心理的要因，運動習慣およびヘルスリテラシー
（Communicative and Critical Health Literacy：CCHL）を含めて，骨量低下の関連要因を明らかにす
ることを目的とした。対象は，地域在住男性高齢者178名とし，骨量低下の有無により骨量低下群（62
名），骨量維持群（116名）に分類した。調査項目は，低栄養，握力，通常歩行速度，うつ傾向，運動習
慣，CCHL とした。 ２ 群比較の結果，骨量低下群は骨量維持群と比較して握力，通常歩行速度，CCHL
が有意に低値を示した。一方，骨量低下の有無を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果，
CCHL のみが関連要因として抽出された（オッズ比0.677，95％信頼区間0.482-0.951）。これらの結果
から，地域在住男性高齢者における骨量低下には，身体的要因のみならず，健康情報を収集・理解し，
適切に活用する能力であるヘルスリテラシーが関与している可能性が示された。今後は，ヘルスリテラ
シーが骨量低下に及ぼす影響について縦断的に検討する必要がある。
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地域在住高齢者におけるフレイル状態の変動と新規要介護認定発生の関連： ４ 年間の追跡調査
安齋紗保理，大杉紘徳（城西国際大学），柴　喜崇（福島県立医科大学）

　フレイルは高齢期の健康を阻害する要因である。一方、フレイルは可逆的であり、改善と再発を繰り
返す可能性がある。本研究では、地域在住高齢者を対象に、フレイルの移行パターンと新規要介護認定
発生との関連を検討した。対象は、ベースライン調査でフレイルに該当し、その後 ２ 年間の追跡調査を
完了した1，702名とした。 ３ 時点のフレイル該当状況に基づき、 ４ 群に分類した（持続フレイル群（フ
レイル－フレイル－フレイル）、一過的改善群（フレイル－ロバスト－フレイル）、改善後持続群（フレ
イル－ロバスト－ロバスト）、遅延改善群（フレイル－フレイル－ロバスト））。ベースラインから ４ 年
後の新規要介護認定を目的変数とし、ロジスティック回帰分析を用いて、持続フレイル群を基準にオッ
ズ比（OR）を算出した。その結果、改善後持続群で要介護認定発生リスクが有意に低かった（OR：
0.42，95％ CI：0.20–0.86）。一方、一過性改善群、遅延改善群では、有意なリスク低減は認められな
かった。これらの結果から、フレイルから一時的に改善するだけでは十分ではなく、早期にフレイルを
改善しその後ロバストを維持することが、将来の要介護状態を予防するうえで重要であることが示唆さ
れた。
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「ヘルスプロモーション理学療法研究」投稿規定（２０１２年₄月₁日改訂）

₁．本誌は，ヘルスプロモーション理学療法に貢献する論文（総説，原著，短報，実践活動報告，症例
報告）で，他誌に発表されていないものを掲載する。

₂．論文への投稿は，筆頭著者が本会会員に限る（会員でない場合は入会を条件とする）。ただし，編
集委員会の決定により会員外の著者に投稿を依頼することができる。

₃．論文の採否は編集委員会において決定する。
₄．人を対象とする研究報告はヘルシンキ宣言の精神に則ったものでなくてはならない。また，これを

本文中で明記すること。
₅．実験動物を用いた研究報告は，各所属機関で定められた動物実験指針に則って行われたものでなけ

ればならない。また，これを本文中に明記すること。
₆．著者は図表や写真等を引用する際、著作権を持つ者の許諾を事前に得なければならない。また、質

問紙票等の使用においては適切な手続きを経なければならない。
₇．本誌に掲載された論文等の著作権は日本ヘルスプロモーション理学療法学会に帰属する。
₈．原稿の様式は次のとおりとする。

⑴　原稿は和文または英文とし，原稿の表紙には表題，著者名，所属機関名，代表著者の通信先（以
上和英両文），原稿の種類，表および図の枚数を記載する。
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日本ヘルスプロモーション理学療法学会　会則
平成２４年₄月₁日改正

第₁章　総　　則
第₂章　目的及び事業
第₃章　会　　員
第₄章　役　　員
第₅章　会　　議
第₆章　会則の変更ならびに解散
第₇章　補　　則

第₁章　総　　則
第₁条（名称）

　この会は，日本ヘルスプロモーション理学療法学会（Japan So-
ciety of Health Promotion and Physical Therapy）と称する。

第₂条（事務局）
　本会の事務局は，佐賀県神埼市神埼町尾崎４４９０－₉　西九州大
学リハビリテーション学部内に置く。

第₂章　目的及び事業
第₃条（目的）

　本会はヘルスプロモーション理学療法に関する学術の研究を行
い，その向上および普及をはかるとともに，会員相互の連絡，協
力を促進し，もって学術文化の発展に寄与することを目的とする。

第₄条（事業）
　本会は前条の目的を達成するために，次の事業を行う。

⑴　ヘルスプロモーション理学療法に関する調査，研究
⑵　学術総会（年₁回）の開催
⑶　研修会および学術講習会の開催
⑷　機関誌の刊行（年₄回）
⑸　出版活動（本会の活動成果を出版する）
⑹　その他，本会の目的を達成するために必要な事業

第₃章　会　　員
第₅条（会員の種別）

　本会の会員は正会員の他，賛助会員を置くことができる。
⑴　正会員は本会の目的に賛成し，規定の会費を納める個

人とする。
⑵　賛助会員は本会の目的に賛成し，規定の会費を納める

団体または個人とする。
第₆条（入会）

　新に会員として入会を希望するものは，所定の入会申込書を提
出しなければならない。

第₇条（入会金および会費）
　会員は，次に示す所定の会費を納入しなければならない。

⑴　正会員　　　入会金　　 １, ０００円
　　　　　　　　年会費　　 ３, ０００円
⑵　賛助会員　　年額　　　２０, ０００円
⑶　既納の入会金及び会費は，いかなる事由があっても返

還しない。
第₈条（会員の権利）

　会員は，本会が発行する機関誌「ヘルスプロモーション理学療
法研究」等の配布を受け，本会が営む事業に参加することができ
る。

第₉条（資格の喪失）
　会員は次の理由がある時はその資格を喪失する。

⑴　会費を₂年以上納入しない時
⑵　団体の解散

第１０条（退会）
　会員で退会しようとする者は，理由を付して理事長に退会届を
提出しなければならない。

第１１条（除名）
　会員が本会の名誉を傷つけ，またはこの会の目的に反する行為
のあった時は，理事会の議決を経て，理事長がこれを除名するこ
とができる。

第₄章　役　　員
第１２条（役員の種別）

　本会の事業を運営するため，正会員の中から次の役員を選出す
る。

⑴　顧　問　　　若干名
⑵　理事長　　　₁名
⑶　副理事長　　₁名
⑷　常任理事　　若干名
⑸　理　事　　　若干名
⑹　監　事　　　₂名
⑺　評議員　　　会員の₁割程度

第１３条（役員・評議員の選任）
⑴　理事長は，理事の中から互選により選任する。
⑵　副理事長および常任理事は，理事の中ら理事長が指名

し，理事会の承認により選任する。
⑶　理事及び監事は，評議員の中から互選により選任する。
⑷　評議員は，正会員の中から互選により選任する。
⑸　理事及び監事は，相互に兼ねることができない。

第１４条（役員の職務権限）
⑴　理事長は本会の業務を総理し，本会を代表する。
⑵　副理事長は理事長を補佐し，理事長に事故があるとき

にその職務を代行する。
⑶　常任理事は理事長を補佐し，理事会の議決に基づき日

常の事務に従事し，総会の議決した事項を処理する。
⑷　理事は理事会を組織してこの会則に定めるもののほか，

庶務，会計，編集など，本会の総会の権限に属する事
項以外の事項を議決し，執行する。

⑸　監事は，本会の会計及び事業の執行状況について監査
し，総会に報告する。

⑹　評議員は，理事会の活動を審議し評価する。
第１５条（顧問）

⑴　本会に顧問をおくことができる。
⑵　顧問は理事会において推薦し，評議員会の議を経て，

総会の承認をうるものとする。
⑶　顧問は理事会および評議員会に出席し，意見を述べる

ことができる。
第１６条（役員の任期および解任）

⑴　本会の役員の任期は₂年とする。ただし再任を妨げな
い。

⑵　理事長の任期は連続₂期までとする。
⑶　補欠による役員の任期は，前任者の残任期間とする。
⑷　役員はその任期満了後でも，後任者が就任するまでは，

その職務を行う。
⑸　増員により新たに就任した役員の任期は，現在者の残

任期間とする。
⑹　役員は本会の役員たるにふさわしくない行為のあった

場合，または特別の事情のある場合には，その任期中
といえども理事会および評議員会の議決により，総会
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の承認を求め理事長がこれを解任することができる。
第１７条（役員の報酬）

　役員は無報酬とする。
第１８条（事務局）

⑴　本会の事務を処理するため，事務局をおく。
⑵　事務局に事務局長および事務員をおくことができる。
⑶　事務局長および事務員は理事長が指名し，理事会の承

認をうるものとする。

第₅章　会　　議
第１９条（理事会および評議員会の召集）

⑴　理事会および評議員会は理事長が召集する。ただし理
事長は理事または評議員の₂分の₁以上から会議に付
議すべき事項を示して会議の召集を請求された場合に
は，その請求のあった日から１ヶ月以内にこれを召集
しなければならない。

⑵　理事会の議長は，理事長とする。
⑶　評議員会の議長は評議員の互選とする。

第２０条（理事会および評議員会）
⑴　理事会および評議員会は各現員数の₃分の₂以上出席

しなければ，会議を開き議決することができない。た
だし，当該議事につきあらかじめ書面をもって表決し，
または他の構成員を代理人とみなして表決を委任する
ことができる。この場合は出席したものとみなす。

⑵　理事会および評議員会の議事は，この会則に別段の定
めがある場合を除くほか出席者の過半数をもって決し，
可否同数の時は議長の決するところによる。

第２１条（通常総会）
⑴　通常総会は，毎年１回理事長が召集する。
⑵　通常総会の召集は，少なくとも２０日以前に，その会議

に付議すべき事項，日時および場所を記載した書面ま
たは会報の広告をもって会員に通知する。

第２２条（臨時総会）
　理事長は会員現員数₅分の₁以上または理事₂分の₁以上から
会議に付議すべき事項を示して総会の召集を請求された場合には，
その請求のあった日から１ヶ月以内に臨時総会を召集しなければ
ならない。

第２３条（総会の議長）
　総会の議長は理事長がこれにあたる。

第２４条（総会の承認事項）
　次の事項は総会に提出してその承認を受けなければならない。

⑴　事業計画および収支予算
⑵　事業報告および収支決算

⑶　資産の内容
⑷　その他理事会および評議員会において必要と認めた事

項
第２５条（総会の定足数など）

⑴　総会は正会員現員数の₅分の１以上出席しなければ会
議を開き，議決することができない。ただし，当該議
事についてあらかじめ書面をもって表決し，または他
の構成員を代理人とみなし表決を委任することができ
る。この場合は出席したものとみなす。

⑵　総会の議事は会則に別段の定めがある場合を除き，正
会員出席者の過半数を持って決し，可否同数の時は，
議長に決するところによる。

第２６条（議事録）
　議長は総会および会議の議事について，次の事項を記載した議
事録を作成しなければならない。

⑴　会議の日程および場所
⑵　会議を構成する者の現在数
⑶　会議に出席した者の数
⑷　委任状を提出した者の数
⑸　議決事項
⑹　議事の経過要旨および発言者の発言要旨

第２７条（総会の議事事項の通知）
　総会の議事の要旨および議決した事項は会員に通知する。

第₆章　会則の変更ならびに解散
第２８条（会則の変更）

　本会の会則変更は，理事会および評議員会ならびに総会の現員
数おのおのの₂分の１以上の議決を経なければならない。

第２９条（解散）
　本会の解散は，理事会および評議員会ならびに正会員の現員数
おのおのの₄分の₃以上の議決を経なければならない。

第３０条（残余財産）
　本会の解散に伴う残余財産は，理事会および評議員会ならびに
総会の現員数おのおのの₄分の₃以上の議決を経て，この会と類
似の目的を持つ公益団体に寄付するものとする

第₇章　補　　則
第３１条（細則）

　会則の施行についての細則は，理事会および評議員会ならびに
総会の議決を経て，別に定める。

付則
　第１３条の規定にかかわらず設立時の理事および評議員は発起人
会で定める。

日本ヘルスプロモーション理学療法学会会則施行細則
第₁条（細則の目的）

　この細則は会則４条⑵に規定する事業の実施にあたって，第３０
条の規定に基づき定めるものとする。

第₂条（学会の開催）
⑴　本会は毎年１回以上，学術総会を開催するものとする。
⑵　開催地は理事会で推薦し，評議員会の議決を経て，総

会の承認をうるものとする。
⑶　学会誌を年₄回発行するものとする。
⑷　学会誌掲載の可否は雑誌編集委員会に付託する。

第₃条
⑴　本会は学会総会の開催に当り，学会長１名を選出する

ものとする。
⑵　学会長は理事会の推薦により，評議員会にならびに総

会の承認をうるものとする。
⑶　学会長の任期は選出された当該会計年度とし，その期

間は本会の理事とする。
第₄条（演題の採択）

　本会が学術総会において行う演題の募集方法，その他採択等は
学会長が決め理事会の承認をうるものとする。

第₅条（学会の経費）
⑴　本会の会計年度は毎年₄月₁日に始まり翌年₃月３１日

に終わる。
⑵　本会が学術総会を行う場合の経費は学会長の責任にお

いて行う。
⑶　前項の経費は，本会会計繰入金，助成金，寄付金等に

よって支弁する。
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山田　道廣（元西九州大学）
溝田　勝彦（令和健康科学大学）

理事長
小野　武也（県立広島大学）
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山崎　先也（西南学院大学）

常任理事
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堀江　　淳（京都橘大学）　　研究担当
大田尾　浩（西九州大学）　　渉外担当
宮崎　純弥（京都橘大学）　　経理担当

理事
村田　　潤（長崎大学）
兒玉　隆之（京都橘大学）
甲斐　義浩（京都橘大学）
相馬　正之（青森県立保健大学）
中江　秀幸（青森県立保健大学）
崎田　正博（京都橘大学）
久保　温子（西九州大学）
八谷　瑞紀（西九州大学）
古後　晴基（令和健康科学大学）

監事
弓岡　光徳（大阪人間科学大学）
横山　茂樹（京都橘大学）

評議員
岩瀬　弘明（神戸国際大学）
大田尾　浩（西九州大学）
小田桐　匡（京都橘大学）
小野　武也（県立広島大学）
甲斐　義浩（京都橘大学）
片渕　宏輔（佐賀県医療センター好生館）
金井　秀作（県立広島大学）
古後　晴基（令和健康科学大学）
兒玉　隆之（京都橘大学）
崎田　正博（京都橘大学）
相馬　正之（青森県立保健大学）
田中　真一（川崎病院）
二宮　省悟（東京国際大学）
八谷　瑞紀（西九州大学）
福本　貴彦（畿央大学）
堀江　　淳（京都橘大学）
松尾　奈々（京都橘大学）
合田　明生（北陸大学）
宮崎　純弥（京都橘大学）
村田　　伸（京都橘大学）
村田　　潤（長崎大学）
山崎　先也（西南学院大学）
横山　茂樹（京都橘大学）
中江　秀幸（青森県立保健大学）
弓岡　光徳（大阪人間科学大学）
久保　温子（西九州大学）
満丸　　望（株式会社ミズ）

事務局担当
事務局長　　　村田　　伸（京都橘大学）
庶務・経理　　久保　温子（西九州大学）
　　　　　　　釜﨑大志郎（西九州大学）
出版・編集　　八谷　瑞紀（西九州大学）
　　　　　　　大田尾　浩（西九州大学）

編集委員会
委 員 長　　村田　　伸（京都橘大学）
副委員長　　八谷　瑞紀（西九州大学）
委　　員　　溝田　勝彦（令和健康科学大学）　小野　武也（県立広島大学）　　　岩瀬　弘明（神戸国際大学）

相馬　正之（青森県立保健大学）　山崎　先也（西南学院大学）　　　大杉　紘徳（城西国際大学）
村田　　潤（長崎大学）　　　　　堀江　　淳（京都橘大学）　　　　崎田　正博（京都橘大学）
甲斐　義浩（京都橘大学）　　　　白岩加代子（京都橘大学）　　　　古後　晴基（令和健康科学大学）
安彦　鉄平（京都橘大学）　　　　阿波　邦彦（奈良学園大学）　　　中江　秀幸（東北福祉大学）
久保　温子（西九州大学）　　　　合田　明生（北陸大学）　　　　　中野　英樹（京都橘大学）
野中　紘士（奈良学園大学）　　　幸田　仁志（京都工芸繊維大学）
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